
生 存 圏 学 際 萌 芽 研 究 セ ン タ ー

1.活 動 の概要

生存圏学際萌芽研究センターは、生存研の4っ の ミッション(環 境計測 ・地球再生、太陽エ

ネルギー変換 ・利用、宇宙環境 ・利用、循環型資源 ・材料開発)に 関わる萌芽 ・学際的な研究

を発掘 ・推進 し、中核研究部お よび開放型研究推進部 と密接 に連携 して、新たな研究領域の開

拓 を目指す ことを目的 として設置 された。そのために、所内教員 のほか、ミッション専攻研究

員、学内研 究担当教員、学外研究協力者 と共同で生存圏学際新領域の展開に努めてきた。生存

圏研 究所は、平成22年 度から共同利用 ・共同研究拠点研究所 として、従来から実施 してきた

施設 ・大型装置およびデータベースの共同利用に加えて、プ ロジェク ト型の共同研究を推進す

る。このため、生存圏学際萌芽研究セ ンターが共同研究拠点 として機能す るための組織変更を

平成21年 度 に実施 した。 また、組織変更と合わせ て、従来学内あるいは所内に限定 していた

研究助成の応募対象者 を学外研究者 まで拡大す る変革を行った。さらに、生存圏研究所 に特徴

的なプロジェク ト型共同研究を支援 ・推進するため、フラッグシ ップ共 同研究を立 ち上げた。

平成23年 度は6名 のミッシ ョン専攻研究員 を公募によって採用 し、萌芽 ミッシ ョンの研究

推進を図 るべ く、生存圏科学の新 しい領域 を切 り開く研究に取 り組んだ。

また、所 内のスタ ッフだけではカバーできない領域を補 うために、平成23年 度は理学研究

科、工学研究科、農学研究科を含む19部 局、計61名 に学内研究担 当教員を委嘱 した。

平成21年 度 からは、共同利用 ・共同研究拠点化 に向けて、従来 ミッシ ョン代表者 が所内研

究者に配分 した研究費 を、学外研究者 を含む公募型研究 「生存圏 ミッション研究」 に変更 し、

平成23年 度は、22件 を採択 ・実施 した。また、従来学内に限定 した 「萌芽 ミッションプロジ

ェク ト」を学外まで拡大 し、40歳 以下の若手研究者を対象 とす る公募 プロジェク ト 「生存圏科

学萌芽研究」に改革 し、平成23年 度は13件 を採択 ・実施 した。 さらに、平成21年 度に生存

研 に特徴的なプロジェク ト型共同研究 を支援す るため、「生存圏 フラ ッグシ ップ共同研 究」 を

立 ち上げ、公募 により3件 を採択 した。従来、中核研究部を中心 とした一部の共同研究プロジ

ェク トは、所内研究費の配分が無いなどの理由によ り外部か ら認識 され にくい場合があったが、

研究所 を代表するプロジェク ト型共同研究 としての地位 を賦与することにより、共同研究拠点

活動の一環 としての可視化 を図るものである。現在進めている 「生存圏フラッグシップ共同研

究」は、以下の3件 である。

1)熱 帯産業林の持続的生産利用 に関す る多角総合的共同研究

2)バ イオナノマテ リアル共同研究

3)バ イオマス ・物質変換のためのマイクロ波高度利用共同研究

さらに、バイオマス由来物質、大気質お よび電磁場の生体影響などに関す る学際萌芽的課題

と、健康な木質居住環境 の構築 に焦点 を当て、人の健康 と安心 ・安全に資す る独創的な研究 を

展開する"生 存圏科学 における新領域開拓"プ ロジェク トを立 ち上げ、 ミッション専攻研究

員、国内外 の共同研究者 とともに研究を開始 した。

また、共 同研究集会 として生存圏シンポジ ウムや定例オープンセ ミナーを開催 し、生存圏が
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包摂す る4圏 の相互理解 と協力 を促 し、これに基づく生存圏にかかわる学際的な萌芽 ・融合研

究 について新たなミッシ ョン研究を創生 ・推進す ることに努めている。今年度 は、32件 の生存

圏シンポジウムを主催 ・共催 し参加者の総数は3115名 を数 えてい る。オープンセ ミナーにつ

いては、所員や ミッシ ョン専攻研 究員だけでなく所外の様々な領域の研究者 を囲み学生達 とも

一緒になって自由に意見交換を行い、 より広い生存圏科学の展開に向けて相互の理解 と研鎭 を

深 める とともに、新 しい研究 ミッシ ョンの開拓 に取 り組んだ。

センター会議お よびセンター運営会議 を開催 し、セ ンターや ミッション活動の円滑な運営 と

推進を図 るための協議 を定例的に行 った。

1.1セ ンター運営会議委員

林 知行(独 立行政法人 森林総合研究所)

荻野瀧樹(名 古屋大学 太陽地球環境研究所)

廣 岡俊彦(九 州大学 大学院理学研究院)

小原隆博(宇 宙航空研究開発機構 研究開発本部)

窪寺 茂(建 築装飾技術史研究所)

青柳秀紀(筑 波大学 大学院生命環境科学研究科)

巽 大輔(九 州大学 大学院農学研究院)

セ ンター長(矢 野浩之)、 副所長(渡 辺隆司)、

ミッシ ョン推進委員会委員長(塩 谷雅人)、

ミッシ ョン代表:矢 崎一史、篠原真毅、山川 宏、小松幸平

1.2セ ンター構成 員

・ センター長(矢 野浩之(兼 任))

・所 内教員(学 際萌芽研究分野:篠 原真毅 ・吉村 剛 ・橋 口浩之 ・本田与一 ・畑 俊充

国際共同研究分野:山 川 宏、全国共同研究分野:今 井友也(い ずれ も兼任))

・ ミッシ ョン専攻研究員(樫 村京一郎、木村彰孝 、SanjayKumarMEHTA、 田鶴寿弥子、

山元誠司、横 山竜宏)

・ 学内研究担当教員(兼 任)

・ 学外研究協力者

1.3ミ ッション専攻研究員の公募

生存圏研究所では、ミッシ ョン専攻研究員を配置 してい る。 ミッシ ョン専攻研究員 とは、研

究所の学際萌芽研究セ ンターあるいは開放型研究推進部 に所属 し、生存圏科学の創成 を目指 し

た4つ の ミッション(環 境計測 ・地球再生、太陽エネルギー変換 ・利用、宇宙環境 ・利用、循

環型資源 ・材料開発)に 係 わる萌芽 ・融合的な研究プロジェク トに専念す る若手研究者で、公

募 によって選任 してい る。

2.本 年 度の実 績

2.1ミ ッション専攻研究員の研究概要

氏名、(共 同研究者)、 プロジェク ト題 目、研究内容
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樫村京一郎(篠 原真毅):マ イクロ波による低炭素化社会構築への開発研究

図1は 我が国にお ける各産業の温室効果排 出量を円グラフとした ものである。各産業の温室

ガス排 出量は 「鉄鋼、化学、窯業 ・土石」の順で大 きくなってお り、これを速やかに削減す る

ことは人類 の生存圏確保 に大きく貢献できる。近年、この工学問題への解 として 「マイ クロ波」

が注 目され ている。宇宙太陽光発電によ り得 られた大電力 は、火炎にかわる21世 紀の新 しい

再生可能なエネルギー源 であり、優れたエネル ギー伝送能を有する。 これを用いれば、素材製

造分野 において産業革命 よ り採用 されてきた化石燃料を、再生可能なマイクロ波エネルギーで

代替す ることが可能 となる。これにより、我が国において排出 される炭酸ガスを3割 削減す る

ことが期待 できる。

今年度では素材製造分野 における再生産 可能なマイ クロ波エネルギーによる新 たな化学資

源変換法の確立を目的 とし、金属精錬 ・新素材合成プ ロセス構築へのエネル ギー伝送法に焦点

を置き、その金属精錬への応用 を行 った。 鹿棄細処理葉

輸遣

電気

図1我 が国における温室効果ガス合計。我が

国では製鉄分野における炭酸ガス排出量がそ

の3割 をしめている。
モ

[環境省地球環境局地球温暖化対策課:地 球

温暖化対策推進法に基づく温室効果ガス排出

量算定・報告・公表制度による平成19年 度温

室効果ガス排出量の集計結果,(2007)p.p.

25]

木村彰孝(川 井秀一):人 の心理 ・生理応答による木質内装材の健康維持・増進作用評価システ

ムの開発 一視覚と嗅覚を指標として一

本研究では、ヒ トの心理 ・生理応答による木質内装材の健康維持 ・増進作用の評価 システム

を提案す ることで、木質材料による健康 に配慮 した居住圏 ・生活圏、如いては安全かつ安心な

生存圏の創造を 目指す。特に、大気浄化機能や香 りの鎮静作用な どが明 らかにな りつつあるス

ギ材 とその木 口面に着 目し、本年度 は課題①:室 内空間の湿度変化 とスギ材 由来の視覚 ・嗅覚

刺激がヒ トに与える影響、課題②:ス ギ材の表面形状 と内装への使用量 ・デザインの違いによ

る視覚刺激 がヒ トに与 える影響、について検討 を行 うことで、基礎データの蓄積 を行 った。

課題②については、表面形状 の異なる材料 として内装材 として一般的に用い られている板 目

材 と繊維方 向に対 して直交方向にス リッ ト加工 を施す こ とで内装表面に木 口面 を露出 させた

ス リッ ト材 を用い、壁面への使用量 とデザインの異なる計7種 類の空間を作成 し、それ らの違

いが ヒ トの 自律神経活動 と気分 ・感情に与 える影響 について比較 ・検討 した。その結果、表面

形状の違いにより異なる自律神経活動および気分 ・感情の状態を示すこと、使用量やデザイ ン

の条件 により、ス リッ ト材壁面 は板 目材壁面に比べ生体 を鎮静状態 とす ること、つま り表面加

工 を施 した材料 を用 いることでスギ材の使用過多や特異なデザイ ンによる視覚ス トレスを緩

和する可能性が示唆 された。
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田鶴 寿弥子(杉 山淳司):材 鑑調査室を利用した文理融合研究の推進 一木質文化財 にみる

日本人の木材選択一

日本人 は古 くより樹種特性 と用途にお ける明確 な体系を確立 してきた。木質文化財の うち特に、

宗教 ・信仰の対象物 の制作には、何 らかの意味 ・重要性をもつ樹種が選択 された と想像 できる。

これ らを科学的に明 らかに し、古か ら日本人の根底 に流れ る精神世界を審 らかにす ることこそ、

人類が歩 もうとしてい る未来へ の確かな道程 となると思われ る。本研究では樹種識別への先端

科学の適用 ・古材収集 と年輪解析 ・全国共同利用生存圏データベースの推進 を主なテーマ とし

てきた。特 に、樹種識別への先端科学の適用では、国宝や重要文化財 といった木片を得 ること

自体が困難 で、修理時に得 られて も極微量 とい う試料について、得 られ る試料の状態によらず

識別が可能 となる新 しい方法、シンクロ トロン放射光X線 マイ クロ トモ グラフィー(μ 一CT)

による識別法を確立 し、様々な文化財 に応用並びにデー タベース構築 を進 めてきた。2011年 度

は、SPring-8の μ一CTに より、

従来蓄積 してきたデー タベー

スを拡充す ることに努めた結

果、主に京都府並びに滋賀県を

中心 として更に120点 の仏

像 ・神像 ・狛犬 ・古面 といった

文化財の樹種データを得る事

ができた。中で も神像 ・狛犬に

おいてはヒノキに加 えてカヤ

の使用の地域性や時代性 が示

唆 され る結果が得 られ、美術史、

考古学、宗教、民俗学 といった

研究領域 と共に新たな考察が

可能 となった。

SarjayKumarMEHTA(ToshitakaTsuda):Astudyonthevariationofthetropicaltropopause

byusinghighprecisionsatellitedata

Thisstudyinvestigatedthelongte㎜variabilityofthetropicaltropopauselayer(TTL)using

highprecisionGPSradiooccultation(RO)datafbrmCHAMPsatellitemissionfbrtheperiodMay

2001-December2007andCOSMICsatellitemissionfbrtheperiodMay2006-December2010in

thelatitudebelt±15°.Theradiosondedatafbrperiodl980-2010inthelatitudebelt±15°isalso

usedtocomparetheresult.TheTTListhelayerinthetropicsbetweenthelevelofmainconvective

out刊owlevelandthecoldpointtropopause(CPT),aboutl2-19㎞.However,weusetempera血res

betweenaltitudes8-30㎞whichaccountbothtropospheric(belowtheTTL)andstratospheric

(abovetheTTL)processesbesidesTTL.Thelinearregressionanalysiswasappliedtothe

deseasonalizedmonthlymeantemperaturetimeseriesfbrtheperiods1980-2000and2001-2010

separately.ThetropospherebelowtheTTLshowwa㎜ingtrend(0.1-0.3K/decade),whiletheTTL
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andaboveitshowscoolingtrend(0.2-1.2K/decade)during1980-2000.TheTTLshowsslow

wa㎜ingtrend(0.5-1.OK!decade)during2001-2010incontrasttoperiodl980-2000.Thewarming

intheTTLcouldbepossiblyattributedduetoincreasinggreenhousegases.

横山竜宏(山 本衛):高 精細大気圏・電離圏統合モデルによる電離圏擾乱現象の解明

地球大気 を覆 う電離圏(高度90-1000km)は 、下層大気 と宇宙空間を繋 ぐ遷移領域であると同

時に衛星電波が遅延等の影響を受ける伝搬経路で もある。特に、局所的なプラズマ密度の不規

則構造 を伴 う電離圏擾乱が発生 した場合 には、電波の振幅、位相の急激な変動(シ ンチ レーシ ョ

ン)が生 じるため、GPS等 による電子航法に深刻 な障害を及ぼす ことが知 られてい る。 このよ

うな電離圏擾乱の発生機構 を解 明し、発生 を事前に予測す ることが、科学 ・実用の両面か ら求

められている。従来の地球大気の研究は、下層大気/中 層大気/超 高層大気/電 離圏 と高度で

区切 られた各領域において、各 々の専門家によって進め られ てきた。特 に、大気 の一部が電離

し電磁力学が重要 となる電離圏 とそれ以外の領域 は、それぞれ独立 した研究対象 と考え られ、

両者の結合 とい う観点か らの研究は非常に限 られていた。近年、学会等で も大気圏 ・電離圏を

統一 したセ ッシ ョンが作 られ る等、中性 一電離大気結合の重要性が注 目を集めつつある。中性、

電離大気それぞれの数値モデル を結合 させ、その物理過程を解明す ることが強 く求め られてい

る。

そ こで本研究では、静力学平衡を仮定 しない全球大気圏モデルの開発 を見据えた研究 を実施

す る。 さらに、このモデルに電離圏プ ラズマ物理を統合 し、大気圏 ・電離圏を一体のもの とし

て捉えることによ り、局所的な現象である電離圏擾乱を全球的な視点か ら理解 し、精度の高い

電離圏擾乱の発生予測の実現を 目指す。 これは、従来型の数値モデルの概念、つま り、静力学

平衡を仮定 した大規模な現象のみを取 り扱 う全球モデル、あるいは、局所的な現象のみ を取 り

扱 う非静力学モデル といった棲み分けを取 り払い、全ての現象を 自己完結的に取 り扱 える数値

モデルの開発を 目指す ものである。 まず既存の中緯度電離圏モデル を赤道域 まで拡張 し、非静

力学大気圏モデルを統合す る点までを目標 とす る。赤道域におけるプラズマバブル と呼ばれ る

電離圏擾乱は、特に深刻 な電波障害を引き起 こすため、発生機構 の解 明と発生の予測が強 く求

められている。イ ン ドネシアを中心に展開されている生存圏研究所の観測網 と数値モデル との

比較か ら、プラズマバブルの生成機構解 明を目指す。

2.2平 成23年 度 生存 圏学 際萌芽研究センター学内研究担 当教員
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教 授 一本 潔 太陽活動と宇宙天気

理学研究科 ・理学部 教 授 嶺重 慎 宇宙プラズマ現象

教 授 長 田 哲也 宇宙空間ダストの赤外線観測

回転系対流パターンの非線形安定性解析 による大気圏流れの
教 授 永 田 雅人

工学研究科 ・工学部 解明

准教授 柴田 裕実 宇宙ダスト・スペースデブリ衝突現象に関する研究

教 授 太 田 誠一 熱帯林の土壌生態

教 授 木村 恒久 セルロースの機能化に関する研究

教 授 東 順一 未利用生物資源の有効利用による資源循環的社会の構築

教 授 谷 誠 森林利用の水資源に及ぼす影響

農学研究科 ・農学部 教 授 井上 國世 リグナン類の酵素機能調節に関する研究

教 授 高部 圭司 木質バイオマスの基本構造と多面的利用に関する研究

准教授 藤井 義久 木材の生物劣化の非破壊診断技術開発

講 師 坂本 正弘 タケ資源の有効利用

助 教 小杉 緑子 森林 ・大気間における熱 ・水・CO2交 換過程

人間・環境学研究科 ・
教 授 内本 喜晴 リチウムイオンニ次電池および燃料電池材料の開発

総合人間学部

教 授 坂 志朗 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究

エネルギー科学研究科 准教授 河本 晴雄 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究

助 教 陳 友晴 鉱山開発による周辺生存圏の変化に関する研究

教 授 荒木 茂 熱帯強風化土壌における作物栽培の地域間比較

アジア・アフリ力地域研究研究科 教 授 小杉 泰 イスラーム世界における生存基盤論

教 授 池野 旬 地域経済圏の形成に関する、アジア・アフリカの比較研究

教 授 佐藤 亨 大気レーダーイメージング技術の開発

教 授 酒井 徹朗 循環型社会における流域情報システム

教 授 守屋 和幸 繁殖雌牛を利用した小規模放牧管理技術

情報学研究科 准教授 荒井 修亮 バイオロギングによる水圏生物の生態解 明

准教授 小山 里奈 陸上生態系の物質循環における植物の役割の評価

助 教 三田村 啓理 バイオロギングによる水圏生物の生態解 明

特定助教 奥 山 隼一 バイオロギングによる水圏生物の生態解 明

准教授 市岡 孝朗 森林生態系における生物間相互作用に関する研究
地球環境学堂

准教授 須峙 純一 マイクロ波リモートセンシングによる都市域モニタリング

化学研究所 教 授 中村 正治 化学資源活用型の有機合成化学の開拓

教 授 長崎 百伸 先進核融合エネルギー生成

エネルギー理工学研究所 教 授 片平 正人NMR法 を用いた木質バイオマスの活用の研究

准教授 佐川 尚 光合成型エネルギー変換

教 授 寳 馨 生存圏諸過程における防災技術政策に関する研究

防災研究所 教 授 千木良 雅弘 地圏・水圏インターフェースでの岩石風化現象の解明

教 授 中北 英一 大気レーダーの水文学への応用に関する研究
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教 授 石川 裕彦 境界層レーダーによる境界層観測とその気象防災への応用

教 授 釜井 俊孝 都市圏における地盤災害

「伝染病に対する気象、気候要素インパクト」「スマトラアカシア林

防災研究所 准教授 林 泰一
上の乱流輸送過程の研究」

准教授 福岡 浩 森林圏における土砂災害 ・土砂環境の研究

助 教 王 功輝 森林圏における土砂災害 ・土砂環境の研究

ウイルス研究所 教 授 藤 田 尚志 木竹酢液の抗 口蹄疫ウイルス活性の研究

教 授 松林 公蔵 医学からみた人間の生存圏

教 授 水野 廣祐 東南アジアにおける持続的経済社会とエントロピー

東南アジア研究所 教 授 藤 田 幸一 熱帯アジアの水資源利用 ・管理に関する研究

教 授 河野 泰之 東南アジァの生活・生業空間の動態

准教授 甲山 治 泥炭湿地における大規模植林が周辺環境に与える影響評価

教 授 中島 浩 生存圏に関する計算実験への計算機科学的アプローチ
学術情報メディアセンター

准教授 岩下 武史 生存圏に関する計算実験への計算機科学的アプローチ

生態学研究センター 准教授 陀安 一郎 集水域の同位体生態学

准教授 柳澤 雅之 生態環境資源の地域住民による利用と管理に関する研究
地域研究統合情報センター

助 教 星川 圭介 人間の 自然環境への適応形態と生存基盤の変化に関する研究

教 授 柴田 昌三 竹資源の有効活用の促進
フィールド科学教育研究センター

助 教 坂野上 なお 木造住宅生産システムと木質材料の供給に関する研究

アフリカ地域研究資料センター 教 授 重田 眞義 アフリカにおける在来有用植物資源の持続的利用

2.3平 成23年 度 生 存 圏 科 学 萌 芽 研 究 プ ロジ ェクトー 覧

氏 名(五 十音順)研 究プロジェクト題 目 共同研究者 関連部局

阿部 賢太郎 高性能ナノフィルターの利用を

1(京 都大学生存圏研究所 ・ 見据えた低密度 ・高強度ナノブ 伊福 伸介 鳥取大学工学研究科

助教)ア イバーシートの開発

有村 源一郎 矢崎 一史
温暖化環境における植物の間 京都大学理学研究科

2(京 都大学理学研究科 ・ 小澤 理香

接防御メ力ニズムの解明 京都大学生態学研究センター
准教授)高 林 純示

木質材料 粉末を利用したメソ
上田 義勝 京都大学物質一細胞統合システム

ポーラスカーボンの生成と、そ 古屋仲 秀樹
3(京 都大学生存圏研究所 ・ 拠点

の水素 吸蔵性能 の評価研究 井藤 幹夫
助教)大 阪大学工学研究科

について

海老原 祐輔 大村 善治 神戸大学システム情報学研究科

宇宙生存圏ハザードマップの
4(京 都大学生存圏研究所 ・ 臼井 英之 宇宙航 空研 究開発機構宇 宙科学

基礎開発
准教授)笠 原 慧 研究所
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齋藤 洋太郎 代謝工学を用いた白色腐朽菌

5(京 都大学生存圏研究所 ・ によるCBP(consolidated本 田 与一

特定研究員)bioprocessing)技 術の開発

セルロースナノファイバーの濃

榊原 圭太
厚ポリマーブラシ修飾による3矢 野 浩之

6(京 都大学化学研究所 ・ 京都大学化学研究所

次元階層構造化と新規ソフト 辻井 敬亘
助教)

マテリアルの創製

アルカロイド輸送体を用いた植
士反 伸和 杉山 暁史

7物 の環境適応機構の解明と物 神戸薬科大学
(神戸薬科大学 ・助教)矢 崎 一史

質生産への基盤構築

檀浦 正子 安定炭素 同位体と近赤外 レー 高橋 けんし
京都大学農学研究科

8(京 都大学農学研究科 ・ ザー 分光法 を用 いた樹 木の 高梨 聡

森林総合研究所
助教)CO2固 定量の追跡 小南 裕志

杉山 淳司
福島 慶太郎 京都府由良川流域における森

吉岡 崇仁 京都大学フィールド科学教育研究
(京都大学フィールド科学教育 林から海までの栄養塩動態:

g徳 地 直子 センター

研究センター ・特定研究員)森 林生態系と沿岸生態系の連
福崎 康司 京都大学農学研究科

環解明に向けて
鈴木 伸弥

三谷 友彦 大規模フェーズドアレーアンテ

田中 俊二
10(京 都大学生存圏研究所 ・ ナにおける最適ビームパタン 京都大学工学研究科

蛯原 義雄
助教)形 成の研究

世界的豪雨地域 インド・メガラ 橋ロ 浩之
村田 文絵 京都大学東南アジア研究所

11ヤ 高原周 辺におけるメソスケ 安藤 和雄

(高知大学 自然科学系 ・助教)京 都大学防災研究所
一ル降水系に関する調査研究 林 泰一

大気環境パラメータデータベー

山根 悠介 スを活用したインド亜大陸北東 塩谷 雅人 常葉学園大学教育学部

12(常 葉学園大学教育学部 ・ 域におけるプレモンスーン期 林 泰一 京都大学防災研究所

講師)対 流 活動の時空 間変動 に対

する大気環境場の影響解明

島根大学総合理工学部
下舞 豊志

山本 真之 赤道大気 レーダーを中心とし 大阪電通大学情報通信工学部

柴垣 佳明
13(京 都大学生存圏研究所 ・ た複合観測による熱帯対流圏 首都大学東京システムデザイン学

柴田 泰邦
助教)に おける大気擾乱の様態解 明 部

西 憲敬
京都大学理学研究科
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生存 圏科学萌 芽研 究 成果の概要

(1)高 性能ナノフィルターの利用を見据えた低密度 ・高強度ナノファイバーシートの開発

1.研 究組織

代表者氏名:阿 部賢太郎(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:伊 福伸介(鳥 取大学工学研究科)

2.研 究概要

本研究では、植物資源 の新たな用途展開お よび今後必須 となるナ ノレベル での精製 ・分離技

術の発展を 目指 し、植物由来セル ロースナ ノファイバーの優れた性質を活か した"高 強度 ・高

性能ナノフィル ター"の 開発を 目的 とす る。通常、低い密度 で作製 したナ ノファイバー不織布

の力学性能 は非常に低いが、アル カ リ処理によるナ ノファイバー同士の強固な結合 が不織布の

力学性能が飛躍的に向上 させ ることが明 らか となった。

(2)温 暖化環境における植物の間接防御メ力ニズムの解明

1.研 究組織

代表者氏名:有 村源一郎(京 都大学理学研究科)

共 同研究者:矢 暗一史(京 都大学生存圏研究所)、小澤理香(京 都大学生態学研究センター)、

高林純示(京 都大学生態学研究セ ンター)

2.研 究概要

植物一ハ ダニーカブ リダニ(天 敵)の 三者 間相互作用 に着 目し、変動する温度環境条件下で

の相互作用動態のメカニズムの解明に取 り組んだ。高温下で発現す るハ ダニ、カブ リダニ遺伝

子の網羅的な トランスクプ トーム解析 を次世代 シークエンサー を用いて実施 した ところ、熱シ

ョックタンパク質である 君ρ恥 ρ70-1等 の遺伝子群が同定された。さらに、RNAi法 を用いた遺

伝子発現抑制、揮発性物質の解析、ダニの行動解析等を組み合わせ ることで相互作用動態のメ

カニズムを明らかに した。

(3)木 質材料粉末を利用したメソポーラスカーボンの生成と、その水素吸蔵性能の評価研究について

1.研 究組織

代表者氏名:上 田義勝(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:古 屋仲秀樹(京 都大学物質一細胞統合システム拠点)、 井藤幹夫(大 阪大学工学

研究科)

2.研 究概要

国内外における木質材料粉末 は販売 されている物 もあるが、廃棄 されている材 も多 く、その

有効利用についての議論が活発 に行われている。本研究では、準密閉容器内でその木質粉末 を

急速加熱 して液化 ・再凝固させ ることで、従来のカーボン材料 とは異なる新規な多孔質カーボ

ン(以 下MPC)を 精密 に合成す る研究を行 う。このMPCは 穴径 が一定で表面積 も広 く、昨年

度の生存圏研究所部局活性化経費(若 手研究者の競争力強化 に関す る取組)に よる助成で行っ

た先行研究において、その孔(4nm)に おいて水素が特殊 な状態で捕獲 されている事が確認 され

ている。本研究では、将来の萌芽的研究 として、材料や生成方法の違 いに よる水素吸蔵性能 を
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よ り詳細に調査す るとともに、材料 を加 工 してパラジウム担持 させ る等の処理を行 う事で、そ

の水素吸蔵性能がどこまで上がるかにっいて評価 ・研究を行 った。

005

-MPC

oo4-一 一MPC-Pd

幸

量 。。3

竃
90020ハΩ一'、1

001覧

0→ 一一
110100
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図1:比 表面積の比較(MPCとMPC-Pd)

(4)宇 宙生存圏ハザードマップの基礎開発

1.研 究組織

代表者氏名:海 老原祐輔(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:大 村善治(京 都大学生存圏研究所)、 臼井英之(神 戸大学システム情報学研究

科)、 笠原 慧(宇 宙航空研究開発機構宇宙科学研究所)

2.研 究概要

人工衛星は重要な社会基盤 としての地位 を確立 してお り、人工衛星が飛翔す る地球近傍の宇

宙空間は人類の生存圏と言 えよう。 しか し、高温のプラズマは宇宙機 の表面帯電を、高エネル

ギーの荷 電粒子は宇宙機の表面を貫通 し内部帯電や半導体のシングルイベ ン トア ップセ ッ ト

をもた らす など、宇宙機 にとって宇宙空間は過酷な環境である。宇宙空間を安心 ・安全に利用

す るためには実観測に基づ くリスク分析 と実効的な対策 の立案が必要であ り、その基盤 となる

のが宇宙空 間を満たす荷電粒子 の分布モデルである。 これまでの粒子分布モデルは観測デー タ

を平均化 したものであ り、数桁以上にも及ぶ変動 を適切に表現す ることができない。本研究は、

人工衛星が観測 した粒子フラックスを基礎 とし、空間、エネルギー、 ピッチ角な どを独立変数

として粒子 フラックス値 を表現す る「全球n次 元宇宙粒子環境モデル」を開発す るものである。

n個 の独立変数 について確率分布を持たせ ることにより、発生確率は低いが リスクが高い と考

えられ る事象、っま りテール ・リスクが起 こりうる事象の提示(「宇宙生存圏ハザー ドマ ップ」)

を 目指す。

(5)代 謝工学を用いた白色腐朽菌によるCBP(consolidatedbioprocessing)技 術の開発

1.研 究組織

代表者氏名:齋 藤洋太郎(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:本 田与一(京 都大学生存圏研究所)
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2.研 究概要

化石資源 の代替物 としてバイオマス、特に食糧 と競合 しない木質バイオマスの利用を促進す

るために、木材腐朽菌であるヒラタケの発酵能を強化 し、これまで別々に行 われていた前処理、

糖化、発酵 の処理を一気に行 うことができるCBP(⊆onsolidatedhioprocessing)の 開発を 目

指 した研究を行 った。担子菌においては外来生物の遺伝子発現が困難 であることが知 られてい

るため、 ヒラタケが本来持っている遺伝子の中で発酵に重要な酵素遺伝子を過剰発現す ること

により発酵能を強化す る。

(6)セ ルロースナノファイバーの濃厚ポリマーブラシ修飾による3次 元階層構造化と新規ソフトマテリ

アルの創製

1.研 究組織

代表者氏名:榊 原圭太(京 都大学化学研究所)

共同研究者:矢 野浩之(京 都大学生存圏研究所)、 辻井敬亘(京 都大学化学研 究所)

2.研 究概要

木質細胞壁の解繊技術の発展 により幅15nm前 後 のセル ロースナ ノファイバー(CNF)を 安

定 に単離す る技術が開発 され、CNFの 優れた物性(軽 量 ・高弾性率 ・低熱膨張性 ・透 明性 な ど)

を活用 した電子デバイ スや高強度 プラスチ ックな どの実用的かっ高性 能な材料が次々 と報告

されてい る。一般にCNFは その強い水素結合による絡み合いにより、バルク材料 内ではネ ッ ト

ワーク構造 を形成 している。一方、CNF材 料の新たな機能の創出を 目的 として、CNFの 階層構

造化が注 目されつつある。

当研究グループでは、 リビングラジカル重合 を表面開始 グラフ ト重合へ適用することで、桁

違いに高密度な 「濃厚ポ リマーブラシ」の合成 に世界に先駆 け成功 し、その高伸張配 向構造に

起因す る高圧縮弾性率、極低摩擦特性、厳密 なサイズ排除特性、及び生体適合性 を解 明してい

る。 さらに、濃厚ポ リマーブラシを付与 した微粒子 を構成要素 とした長距離相互作用に基づ く

新規コロイ ド結晶が報告 されてい る。

そ こで本研究では、生存圏における圧倒的蓄積量と優れた物性 を有す るセル ロースナノファ

イバーに、濃厚 ポ リマーブラシとい う新 しい分子組織体機能 を賦与することにより始めて実現

す る 「準 ソフ ト系」階層構造を達成す ることで、新規な ソフ トマテ リアルの創出を 目指す。

(7)ア ルカロイド輸送体を用いた植物の環境適応機構の解明と物質生産への基盤構築

1.研 究組織

代表者氏名:士 反伸和(神 戸薬科大学)

共同研究者:矢 暗一史(京 都大学生存圏研究所)、 杉山暁史(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

植物 は再生可能な資源 であり、その有効利用のためには、植物の環境適応機構 の解 明が喫緊

の課題 となってい る。 タバ コ植物は昆虫による傷害を受 けた際、二次代謝産物であるニコチン

アルカロイ ドを根で生合成後、地上部へ転流、葉の液胞 に蓄積 し身 を守ってい る。我 々は4つ

のニコチ ン輸送体候補(Nt-JAT1、C215、T449、T408)に 着 目し、その中の1つNt-JAT1が
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葉の液胞へのニコチン輸送 を担い転流な らびに防御 に関わ ることを証明 してきた(Moritaet

al.2009PNAS)。 本研究では、これ らニコチン輸送体の過剰発現、発現抑制 タバコ及び培養細

胞 を作成 し、そのアルカロイ ド含量を検討することで、二次代謝産物の輸送 を介 した環境適応

機構の基礎的知見を得 ることを試みた。

各輸送体の過剰発現、GFP融 合 タンパク質の過剰発現、発現抑制 したタバコ植物体、培養細

胞の作 出を行った。複数 回の形質転換並びに ウェスタンブ ロッ トや蛍光顕微鏡観察による選抜

により、タバ コ植物体ならびに培養細胞においてNt-JAT1、C215、T408そ れぞれについて複

数の形質転換体を得ることに成功 した。 さらにアルカ ロイ ド含量の変化 を解析 した ところ、培

養細胞T408過 剰発現No.6、18に おいてアルカロイ ド含量の有意 な増加が観察 され、これ ら

輸送体 を用いてアル カロイ ド生産量の改変が可能であることが示唆 された。

薬用植物 由来の医薬品には、原料植物 の枯渇な どにより将来的な安定供給 の難 しさが危惧 さ

れているものも多い。今後、作成 した形質転換体をさらに解析 し基礎 的知見を得 ることで、よ

り安定かっ高効率な生産へ と発展 させ、医薬品の安定な供給 を介 した人類の持続的生存に貢献

してい くことを 目指 したい。

(8)安 定炭素同位体と近赤外レーザー分光法を用いた樹木のGO2固 定量の追跡

1.研 究組織

代表者氏名:檀 浦正子(京 都大学農学研究科)

共同研究者:高 橋 けん し(京 都大学生存圏研 究所)、 小南裕志((独)森 林総合研究所)、

高梨 聡((独)森 林総合研究所)

2.研 究概要

陸上生態系の中で、森林は主た る二酸化炭素の吸収源である。 しか し森林 を構成 している樹

木 は、一方的に炭素を吸収 し続 けるわけではなく、光合成 と同時に呼吸も行 うため、その差 し

引き分が炭素 として樹体に数十年にわたって蓄積 されることになる。そこで、樹木内にいっ ど

れだけ炭素が吸収 され、放出 され、その結果 どこにどれだけ炭素が蓄積 され るか、またそれは

環境要因によ りどの程度変化す るか、 より詳細 に調査す ることが必要であるが、二酸化炭素は

透明であるため、観測は容易ではない。本研究では、炭素安定同位体ラベ リング手法を森林樹

木 に適用 し、最新の レーザー同位 体分光装置を用いて測定す ることによって、樹体に取 り込ま

れた炭素が森林生態系 をどの ように滞留 ・循環 し、放出 され てい くのかを精密に定量化するこ

とを目指 している。観測の結果、 コナ ラ成木において、葉に取 り込まれた炭素が呼吸 として放

出され るまでのタイムラグを計測 し、炭素の移動速度を計算す ることができた。それ らは夏に

は速 く、冬 には遅 くなることが明らかになった。

(9)京 都府 由良川流域における森林から海までの栄養塩動態:森 林生態系と沿岸生態系の連環

解明に向けて

1.研 究組織

代表者氏名:福 島慶太郎(京 都大学フィール ド科学教育研究センター)

共同研究者:杉 山淳司(京 都大学生存圏研究所)、 吉岡崇仁(京 都大学フィール ド科学教育
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研究セ ンター)、 徳地直子(京 都大学 フィール ド科学教育研究センター)、

福崎康司(京 都大学農学研究科)、 鈴木伸弥(京 都大学農学部)

2.研 究概要

人間の生存基盤には多 くの場合水 が必要であ り、適切 な河川水質が確保 されな くてはな らな

い。 日本の河川では多 くの場合、上流が森林に覆われ、流下に伴 って農地や耕作地、市街地面

積が増加す る。 このよ うに、森林か ら海 に至る問に人間活動 の影響 を強く受 けた土地利用形態

が増加 し、人為 に起因す る窒素(N)や リン(P)の 負荷量が増大す る。Pと 同様 にNの 形態の一つ

である硝酸態窒素(NO3'-N)が 河川 に多量に流出すると、富栄養化 して下流域の生態系機能を損

な う。また、飲用水にNO3一 を多量 に含む と人間の健康 を脅かす ことも知 られてお り、流域単位

で人間の生存圏保全を考えるためには河川 中のNO3の 挙動 と負荷源の特定が重要である。

そ こで本研究は、京都府北部を流れ る由良川を対象 に、流域内の河川NO3'濃 度の分布 と、

NO3'のNと0の 安定同位体組成(δ15N,δ180)を 用いた負荷源の特定1)を 行い、流域の土地利用

との関係を明らかにす ることを 目的 とした。また、由良川上流に存在す るダム湖のNO3一 の濃度

とδ15N,δ180か ら、NO3生 成 ・消費過程 を明 らかに した。

調査 は2010年 か ら年4回 、由良川上流の源頭 から丹後海 に注 ぐまでの本流 ・支流 の計60

地点の河川水 とダム湖水を採取 し、NO3'濃 度 とNO3一 の δ15N,δ180を 測定 した。

由良川流下過程で農耕地や市街地等の占有率が上昇す るにつれて、河川NO3一 濃度 ・δ15Nが

上昇 した。農耕地 と市街地の面積比率 を α,市 街地率Y=11(1+α)で 算出す ると、Yと δ15Nに 正

の相関が認 められ、農地か ら δ15Nの 低い肥料が、市街地から δ15Nの 高い下水 由来のNO3'が

河川に流入 してい ることが示唆 された。森林率の高い上流では土壌硝化 由来のNO3'が 優 占的で

あった。また、NO3濃 度の低い源頭部 では δ180が 高い傾 向が見 られ、森林流域 では δ180の 高

い降雨由来 のNO3'の 混入 が濃度形成 に影響する可能性が示 された。ダム湖内では夏季 に放水 口

に近い中層付近でNO3'生 成が、底層では貧酸素条件下での脱窒によるNO3'消 費が見 られた。

このこ とか ら、夏季 にはダム湖 由来のNO3'が ダムよ り下流の生態系に影響を及ぼす ことが示唆

された。

(10)大 規模フェーズドアレーアンテナにおける最適ビームパタン形成の研究

1.研 究組織

代表者氏名:三 谷友彦(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:田 中俊二(京 都大学工学研究科)、 蛯原義雄(京 都大学工学研究科)

2.研 究概要

フェーズ ドア レーアンテナは、MUレ ーダー に代表 され るよ うに大気観測用 レーダー等に実

用化 されてい ることや、宇宙太陽光発電のマイ クロ波送電システムとして検討 されてお り、生

存圏科学に資する最重要技術課題の一つである。本研究では、ディジタル移相器で発生する挿

入損失 を考慮 したフェーズ ドア レイア ンテナの最適 ビー ムパタン形成問題 について取 り組ん

だ。アンテナの励振振幅 ・励振位相を単純な逐次的解法で求める場合、アンテナ素子数 が20

素子程度でも天文学的な計算時間がかかって しま う。よって、最適解 も しくは最適解 に等 しい

近似解 を高速で求めるアル ゴリズムの開発は極 めて重要である。本研 究では、最適 ビームパ タ

ン形成のための励振振幅 ・励振位相決定アルゴ リズムを開発 し、多種多様なフェーズ ドア レー
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アンテナ条件を考慮 したアンテナ利得 ・ビームパタンを得 ることを 目指す。本研究で開発 され

るアル ゴリズムは、宇宙太陽発電所送電アンテナのみな らず 、レーダー用ア レーアンテナ、通

信用アダプテ ィプアンテナ等、生存圏科学に関連す るフェーズ ドアレーア ンテナのビームパ タ

ン形成問題 に対 しても貢献す ることができる。

研 究成果 として、昨年度までに開発 した位相決定アル ゴリズムを拡張 し、エ ッジテーパ リン

グ(ア ンテナの両端部の電力強度を中央部 と比較 して低減 させ る手法)や 不等間隔素子(ア ン

テナ素子を不等間隔に配列す る手法)を 導入 した際の最適 ビームパ タン形成 について計算機実

験 を実施 した。エ ッジテーパ リングお よび不等間隔素子 を導入することで、ビーム収集効率が

増加 し、サイ ドローブレベルが低減 されることを明 らかにした。 また、アナ ログ移相器 とデ ィ

ジタル移相器の差異によるビームパタンへの影響はあま り大きくないが、移相器 シフ ト時の損

失が大 きいほど、また移相量が離散的であるほどビーム収集効率やサイ ドローブ レベルが悪化

す ることを明らかに した。

(11)世 界的豪雨地域インド・メガラヤ高原周辺におけるメソスケール降水系に関する調査研究

1.研 究組織

代表者氏名:村 田文絵(高 知大学 自然科学系理学部門)

共 同研究者:橋 口浩之(京 都大学生存圏研究所)、 安藤和雄(京 都大学東南アジア研究所)、

林 泰一(京 都大学防災研究所)

2.研 究概要

メガラヤ高原の豪雨 を形成す る水蒸気 の通 り道 であるす ぐ南に位置するバ ングラデ シュの

水蒸気変動 を観測するため、5～8月 の問2地 点にGPSア ンテナ を設置 し、GPS可 降水量を初

めて算 出した。 この結果 を現地 に設置 している地上観測及び気象 ドップラー レーダー と合わせ

て解析す ることによりメソスケール降水系に伴 う短時間の気象場の変動 を明 らかにした。

(12)大 気環境パラメータデータベースを活用したインド亜大陸北東域におけるプレモンスーン期対流

活動の時空間変動に対する大気環境場の影響解明

1.研 究組織

代表者氏名:山 根悠介(常 葉学園大学教育学部)

共同研究者:塩 谷雅人(京 都大学生存圏研究所)、 林 泰一(京 都大学防災研究所)

2.研 究概要

本研究は、世界的にも対流活動が活発 な地域の一つであるイ ン ド亜大陸北東域 を対象 として、

対流活動 の時空間変動特性に与える大気環境場の影響 について明 らかに しよ うとするもので

ある。平成21年 度及び平成22年 度 の生存圏科学萌芽研究において、衛星データを用 いたイ ン

ド亜大陸北東域の対流活動の時空 間変動特性の解 明 とアジア域大気環境パ ラメータデー タベ

ース作成を行ってきた。 ここで大気環境パ ラメータとは、大気環境の状態を診断す るためのパ

ラメータである。本研究では、これ ら2つ のこれまでの成果 に基づ き、イン ド亜大陸北東域に

お ける対流活動 と大気環境パラメータの時空間的変動特性の関係性 について調査 し、もって対

流活動の時空間変動 に大気環境場 の変動が与 える影響 について明 らかにす ることを 目的とし
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て い る 。

(13)赤 道 大 気 レー ダ ー を 中 心 とした 複 合 観 測 による 熱 帯 対 流 圏 にお ける 大 気 擾 乱 の 様 態 解 明

1.研 究 組 織

代 表 者 氏 名:山 本 真 之(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所)

共 同 研 究 者:下 舞 豊 志(島 根 大 学 総 合 理 工 学 部)、 柴 垣 佳 明(大 阪 電 通 大 学 情 報 通 信 工 学 部)

柴 田 泰 邦(首 都 大 学 東 京 シ ス テ ム デ ザ イ ン 学 部)、 西 憲 敬(京 都 大 学 理 学 研 究

科)

2.研 究 概 要

イ ン ドネ シ ア ・ス マ トラ 島 の 赤 道 大 気 観 測 所 に 設 置 され た 赤 道 大 気 レー ダ ー(EAR)・ 多 機

能 ラ イ ダ ー ・Xバ ン ド気 象 レ ー ダ ー ・ラ ジ オ ゾ ンデ の 観 測 デ ー タセ ッ トを活 用 し、 熱 帯 域 に お

け る 大 気 擾 乱 の 様 態 解 明 と そ の 定 量 化 に 向 け た 手 法 開 発 とデ ー タ 解 析 を 行 っ た 。CLEAR

(Ωloudexperimentusing1≧idarandtheEquatorial△tmosphereRadar)期 間 中 に お け る 層

状 性 降 水 域 内 の 鉛 直 流 ・降 水 粒 子 観 測 デ ー タ を 解 析 して 得 られ た 成 果 を 査 読 付 き 学 術 論 文 誌 に

投 稿 した 。 短 時 間 で 高 品 質 観 測 デ ー タ セ ッ トを 作 成 す る た め に 必 要 と な るデ ー タ 処 理 プ ロ グ ラ

ム の 改 良 に も 取 り組 ん だ 。

2.4平 成23年 度 生 存 圏 ミッシ ョン研 究 プ ロジ ェク トー 覧

関連ミッ
氏 名(五 十音順)研 究プロジェクト題 目 共同研究者 関連部局

ション

津 田 敏隆 京都大学学際融合教

佐藤 一敏 育研究推進センター
VenkateshRaghavan都 市環境モニタリングのため

EugenioRealini大 阪市立大学創造都
1(大 阪市立大学 の高精度位置情報取得シス1

林 博文 市研究科
創造都市研究科 ・教授)テ ムの開発 米

澤 剛 帝塚山学院大学 リベラ

吉 田 大介 ルアーツ学部

伊藤 嘉昭 酸性雨モニタリング用環境 矢暗 一史
京都大学化学研究所

2(京 都大学化学研究所 ・ 評価指標植物のイオウ標準 福島 整1
物質材料研究機構

准教授)の 作成 杉 山 暁史

入江 俊一 リグニン分解酵素発 現を支
滋賀県立 大学環境 科

3(滋 賀県立大学 配するカルモデュリン経路の 本 田 与一12,4
学部

環境科学部 ・准教授)解 析

上 田 義勝 「重合率傾斜型」有機一無機

横尾 俊信
4(京 都大学生存圏研究所 ・ ハイブリッド膜の燃料電池用 京都大学化学研究所3

徳 田 陽明
助教)電 解質膜の高機能化
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矢崎 一史
かずさDNA研 究所

服部 武文
梅澤 俊明 千葉大学園芸学部

熱帯産業造林樹種の分子育 鈴木 史朗
5(京 都大学生存圏研究所 ・ 徳島大学ソシオアーツ1,2,4

種展 開 杉山 暁史
教授)ア ンドサイエンス研 究

柴 田 大輔
部

三位 正洋

早稲 田大 学理工学 術
津 田 敏隆

院基幹理工学部
及川 靖広 平面波音源を用いたRASS山 崎 芳男

独)情報通信研究機構
6(早 稲田大学理工学術院 ・(RadioAcousticSounding佐 藤 晋介1

NICT(セ ンシングシス

准教授)System)の 構築 川村 誠 司
テム)

足立 アホロ
気象研究所

小松 幸平

片岡 靖夫 自然素材活用型住宅におけ 森 拓郎
中部大学工学部

7(中 部大学工学部 る耐力要素の改良と動的・ 北守 顕久4
静岡大学教育学部

建築学科 ・教授)静 的構造特性の比較検証 脇 田 健裕

鄭 基浩

超高感度溶液NMR法 によ 渡辺 隆司
片平 正人

る木質バイオマスの丸ごと、 小瀧 努 京都 大学 エネル ギー
8(京 都大学エネルギー理工学1,2,4

高分解能、リアルタイム計測 西村 裕志 理工学研究所
研究所 ・教授)

法の開発と応用 吉岡 康一

R.WidyoriniGa(むahMadaUniv.,

EB.HardiyantoLIPI

B.SubiyantoRes.lnst.forHuman

地上および衛星 データを用
A.FirmantiSettlements,

川井 秀一 いた熱帯植林地 のバ イオマ
大村 善治 京都大学東南アジア

9(京 都大学生存圏研究所 ・ ス生長量の動態評価ならび1,2,4

甲山 治 研究所
教授)に 樹木成長に及ぼす気象要

渡邊 一生 立命館アジア太平洋
素の影響に関する研究

小林 祥子 大学

塩谷 雅人 常葉学園大学教育学

山根 悠介 部

林 寛生

上野 悟

浅井 歩 京都大学理学研究科
北井 礼三郎

1926年 一1940年 の太陽活 磯部 洋明 京都大学宇宙総合学
10(京 都大学理学研究科 ・3

動画像データベースの作成 冨 田 良雄 研究ユニット
准教授)

五島 敏芳 京都大学総合博物館

山下 俊介

前原 裕行
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早川 基

高島 健
宇宙航空 研究開発機

松岡 彩子
構

小嶋 浩嗣 科学衛星における電磁適合 齋藤 義文
東京大学理学研究科

11(京 都大学生存圏研究所 ・ 性(EMC:ElectroMagnetic平 原 聖文3
金沢大学理工研究域

准教授)Compatibility)に 関する研究 笠羽 康正
東北大学理学研究科

八木谷 聡

中澤 暁

上 田 義勝

山本 衛

齊藤 昭則 超高層大気一海洋一固体地 宮崎 真一

12(京 都大学理学研究科 ・ 球結合モデルによる津波推 石川 洋一 京都大学理学研究科1

助教)定 に関する研究 松村 充

穂積 裕太

東京海洋 大学海洋 環

山川 宏 境学科

池田 卓矢 国立天文台

大橋 英雄 濁協医科大学
柴田 裕実

超高速ダストと固体との衝突 佐 々木 晶 千葉工 業大学惑星 探
13(京 都大学工学研究科 ・3

物理実験 野上 謙一 査研究センター
准教授)

小林 正規 東京大学 工学系研 究

岩井 岳夫 科

平井 隆之 総合研究 大学院 大学

物理科学研究科

TimbulManik
津 田 敏隆

流星飛跡の高度分布に見るEfFendyイ ンドネシア国立航 空
14(京 都大学生存圏研究所 ・1β

地球環境変化MarioBatubara宇 宙研究所
教授)

PeberlinSitompul

川井 秀一

仲村 匡司 木村 彰孝
木材および木質内装の見え 近畿大学 医学部

15(京 都大学農学研究科 ・ 東 賢一4
に関する実大検証(有)ホ ームァイ

講師)萬 羽 郁子

藤 田 佐枝子

原子状酸素照射によるオル
畑 俊充 梶本 武志 和歌 山県工業 技術セガ

ノソルブリグニン炭素化物
16(京 都大学生存圏研究所 ・ 田川 雅人 ンター3,4

の酸 化 ・浸 食機構 とその抑
講師)小 嶋 浩嗣 神戸大学工学研究科

制

木質からの白金 代替燃料電 京都大学 人間環境 学
畑 俊充

池用カソード触媒合 成条件 内本 喜晴 研究科
17(京 都大学生存圏研究所 ・2,3,4

のPy(熱 分解)-GC/MSに よ 本間 千晶 北海道立 総合研究機

講師)
る最適化 構林産試験場

一147一



橋 ロ 浩之

塩谷 雅人

山本 衛

古本 淳一
福井工業大学工学部

深尾 昌一郎MUレ ーダー・ラジオゾンデ気 矢吹 正教
大阪電気通信大学

18(福 井工業大学工学部 ・ 球高分解能観測による微小 中城 智之1
Toulon-VarUniv,

教授)乱 流の 日仏共同研究 柴垣 佳明
LATMOS

HubertLuce

RichardWilson

FrancisDalaudier

AlainProtat

本間 千晶
選択液化による未利用植物 渡辺 隆司 北海道立 総合研究機

19(北 海道立総合研究機構2,4
資材の機能化 畑 俊充 構林産試験場

林産試験場 ・主査)

松村 康生 セル ロースナノファイバーの 矢
野 浩之

20(京 都大学農学研究科 ・ 利用による新たな食品物性 京都大学農学研究科4
松宮 健太郎

教授)の 創 出

山根 千弘 木質パルプのナノファイバー 阿部 賢太郎 横 浜国立 大学工学 研

21(神 戸女子大学家政学部 ・ 化によるアルカリ可溶化とそ 浅見 孝志 究科4

教授)の 総合利用 上 田 一義 オーミケンシ株式会社

担子菌 由来発酵阻害物質分Chartchai
渡邊 崇人

解性ラッカーゼアイソザ イムKhanongnuch
22(京 都大学生存圏研究所 ・ChiangMaiUniv2

の同定と酵母での発現条件Woottichai
助教)

の最適化Nachaiwieng

生 存 圏 ミッシ ョン研 究 成 果 の 概 要

(1)都 市 環 境 モニ タリング の た め の 高 精 度 位 置 情 報 取 得 シ ステ ム の 開 発

1.研 究 組 織

代 表 者 氏 名:VenkateshRaghavan(大 阪 市 立 大 学 創 造 都 市 研 究 科)

共 同 研 究 者:津 田敏 隆(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所)、 米 澤 剛(大 阪 市 立 大 学 創 造 都 市 研 究 科)、

佐 藤 一 敏(京 都 大 学 学 際 融 合 教 育 研 究 推 進 セ ン タ ー)、EugenioRealini(京 都

大 学 生 存 圏 研 究 所)、 林 博 文(大 阪 市 立 大 学 創 造 都 市 研 究 科)、 吉 田 大 介(帝

塚 山 学 院 大 学 リベ ラル ア ー ツ 学 部)

2.研 究 概 要

本 研 究 は 低 コ ス トお よ び 精 度 の 高 い 位 置 情 報 の 測 位 ・取 得 を 目的 と したGPS基 盤 を 設 計 ・

作 成 し、 一 般 的 に入 手 可 能 な 環 境 セ ン サ と統 合 す る こ とで 、 地 球 環 境 情 報 と位 置 情 報 を 効 率 的

か つ 高 精 度 で 蓄 積 す る シ ス テ ム 、 環 境 ロ ガ ー を 開 発 す る こ と を 目的 と して い る。 具 体 的 な 環 境
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セ ンサ として、都市環境 を評価するために基本的な気温、湿度、気圧 、CO2を 観測できるセ ン

サユニ ットを導入 した。各センサから取得 したデータ と位置情報 を用 いることで、GISに 展開

す ることができ、地図上に可視化すれば位置 ごとの都市環境解析 をお こな うことができ、環境

モニタ リングシステムとして利用可能である。

(2)酸 性雨モニタリング用環境評価指標植物のイオウ標準の作成

1.研 究組織

代表者氏名:伊 藤嘉昭(京 都大学化学研究所)

共同研究者:福 島 整(物 質材料研究機構)、 矢暗一史(京 都大学生存圏研究所)、

杉 山暁史(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

環境問題 は生存圏における最 も重要な問題 の一つである。 かっての公害のよ うに特定地域で

特 に深刻になる問題 から、地球温暖化な どのグローバル な問題まで、世紀 と地域 を超 えて継続

す る問題である。特に、環境省では昭和58年 度から我が国の酸性雨の実態及びその影響を明

らかにす るために検討会を設置す る と共に、酸性雨対策 を実施 してきた。酸性雨については、

これまで酸性沈着等を主要因 と断定 される樹木衰退等 は確認 されていないが生態系に及 ぼす

影響が今後判明 した場合にはその内容、程度に応 じ適切 な施策を行 う必要がある。 これは生存

圏研 究所の ミッシ ョン1の 目指す方向と整合性が高い研究であ り、我々の計測技術の環境計測

への展開は、 このミッシ ョン研究に不可欠な環境情報を確実に把握する基盤技術 の確 立として

位置づ けられ る。

植物体内の無機イオ ウは、生育環境に応 じて一2価 か ら+6価 まで状態が変化 し、グルタチ

オンな ど有機化合物内のイオ ウもジスル フィ ド結合(S-S結 合)の 形成により状態が変化する。

本課題では、植物に吸収 された酸1生雨に関する環境植物指標 になるSに 対 し、1結 晶及び2結

晶分光法により精密 な分光測定を行 って、酸性雨による植物体内のSの 化学結合状態の変化 を

検討 した。 これにより、酸性 雨の影響等 の環境評価 を行 うための基礎データを把握 し、実用的

な分析 を実現できる。

化学状態変化 による環境評価法の確立は、国内外 において前例のないユニークな研究であ り、

植物や土壌 のX線 分光法による元素及び状態分析を行 うことで、酸性 雨に よる植物の地域分布

や季節的変化を調査 し、次世代への影響評価における実用的な手法 として検討 している。

今回は、実験室にお けるモデル実験での酸性雨の影響評価 を行 ったので、その結果 を報告す

る。

(3)リ グニン分解酵素発現を支配するカルモデュリン経路の解析

1.研 究組織

代表者氏名:入 江俊一(滋 賀県立大学環境科学部)

共同研究者:本 田与一(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

推定的カルモデュ リン(CaM)相 互作用 タンパ ク質遺伝子の詳細なアノテー ションを行い、
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白色腐朽菌 にお ける木質 リグニン分解系の発現調節 に関与す ると考 えられ るタンパク質 をコ

ー ドす る遺伝子を選抜 した。次 に、cDNAの コー ド部分のクローン化を行い、大腸菌を宿主 と

して当該タンパク質を生産 した。得 られたタンパク質 とCaMと の相互作用 をプルダ ウン法に

て解析す る。

(4)「 重合率傾斜型」有機一無機ハイブリッド膜の燃料電池用電解質膜の高機能化

1.研 究組織

代表者氏名:上 田義勝(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:横 尾俊信(京 都大学化学研究所)、 徳 田陽明(京 都大学化学研究所)

2.研 究概要

将来の生存圏における低炭素化社会に向けたクリーンエネルギー源 の一つ として燃料電池は

非常に注 目されてお り、特に中温作動型 の燃料電池 はポータブル用途での実用化 を見据 えた研

究が広 く行 われている。燃料電池を構成す るPt触 媒 の被毒 を防止す るためには、150℃ 程度で

の中温での動作が適切 とされてい るが、その温度域での使用 に耐え うる電解質膜材料が無いた

め、現状では80℃ 程度での動作が上限 とされてい る。また、電解質膜は動作温度の上昇によ り

発電効率が向上す ることが知 られてお り(NAFION比125%の 報告例あ り)、多 くの研究開発

が試 み られ ているが、今なお十分なパ フォーマ ンスを有す る電解質膜は得 られていない。本研

究で、中低温域で作動する燃料電池用電解質膜の合成を 目的 とし、 リン酸ベースの電解質膜の

合成を行った。

P-OH基 を有 す るvinylphosphonic

acid(VPA)は 、 ビニル基を有す るため

分子鎖 に固定が可能な亜 リン酸 であ

り、広 く伝導体 として研究されている

[Tokudaet.al,J.Mater.Res.2011]。

今年度 においては発 電効率や電気化
㈲ 正面(b)側 面(。)片 面内部学特性の測定精度を上げるため

、新た

な測 定治具 を設 計導入 しその特性 につ 図1:新 規測定治具

いての検証 を行 った。

(5)熱 帯産業造林樹種の分子育種展開

1.研 究組織

代表者氏名:梅 澤俊明(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:矢 崎一史(京 都大学生存 圏研究所)、 杉山暁史(京 都大学生存圏研究所)、 服部

武文(京 都大学生存圏研究所)、 鈴木史朗(京 都大学生存圏研究所)、 柴 田大輔

(かず さDNA研 究所)、 三位正洋(千 葉大学園芸学部)

2.研 究概要

木質 は再生可能バイオマス資源の内最も蓄積量が多 く、今後人類が持続的に生存 を続 ける う

えで必須の再生可能バイオマス資源である。そこで、木質の持続的生産 ・利用を経済的に成 り
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立たせ るために、代謝工学に基づ く木質の高付加価値化や劣等な生育条件での高成長性の付与

等が産業界 から強 く求 められてい る。本研究では、過去数年 間にわた り継続 してきた研究で確

立 された熱帯産業造林樹種、特 にアカシアやユーカ リな どの分子育種基盤の一層 のさらに高効

率化 とその応用を進 めた。

(6)平 面波音源を用いたRASS(RadioAcousticSoundingSystem)の 構築

1.研 究組織

代表者氏名:及 川靖広(早 稲 田大学理 工学術院)

共同研究者:津 田敏隆(京 都大学生存圏研究所)、 山暗芳男(早 稲 田大学理工学術院)、

佐藤晋介((独)情 報通信研究機構)、 川村誠司((独)情 報通信研究機構)、

足立アホロ(気 象研究所)

2.研 究概要

境界層における気温 ・風速の高度分布 を連続観測するために各種の リモー トセンシング技法

が開発 され てい るが、 その一つ に レーダー と音波発 射装置 を組 み合 わせ たRASS(Radio

AcousticSoundingSystem)が ある。RASSは 音波発射装置か ら上空に発射 され る大音量の音

が空中を伝搬する際に起こす屈折率変動をレー ダーの散乱体 とする。音波面の伝搬速度(音 速)

をレーダーで観測 し、音速 と気温の関係 から気温プロファイルを求 める斬新 な計測方法である。

しか し、RASSは 有力な観測手法であるにもかかわ らず、可聴域の大出力の音 を使用するので、

周囲への騒音問題によ り民家が少 ない 山間部で しか運用できない難点があった。本研究では、

側方放射を抑制できるマルチセル型平面スピーカおよびパ ラメ トリックス ピーカのRASSへ の

活用を試みる。

まず、マルチセル型平面スピーカを用いた長距離伝搬実験を行い、その特性を確認 した。30cm

×30cmの マルチセル型平面スピーカ を3×3枚 並べ放射す る方式 と反射板を利用 し背面へ放射

される逆相成分を同相化 させ前面に放射 させる方式 を比較 した。 さらに上空に向け放射 した場

合の地面(反 射面)の 状況に よる周囲への音の漏れの調査を行った。 これ ら基礎的検討に基づ

き、気象研究所にて平面波音源 を用いたRASSに よる上空観測実験 を行 った。その結果、電波

の反射 と共 に上空の温度を確認す ることができた。 さらに、従来のス ピーカシステムに比 して

周囲への音 の漏れを改善す ることがで きた。

周囲への音の漏れをより減 らすために、大出カパ ラメ トリックスピーカを作成 した。現状復

調音に関 しては十分な音圧が得 られていないが、大出力長距離伝搬への利用 の可能性 を見いだ

す ことができた。

(7)自 然素材活用型住宅における耐 力要素の改良と動的・静的構造特性の比較検証

1.研 究組織

代表者氏名:片 岡靖夫(中 部大学工学部)

共同研究者:小 松幸平(京 都大学生存圏研究所)、 森 拓郎(京 都大学生存 圏研究所)、

北守顕久(京 都大学生存圏研究所)、 脇田健裕(中 部大学工学部)、

鄭 基浩(静 岡大学教育学部)
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2.研 究概要

自然素材活用型木造住宅建設 プロジェク トにおいて提案 され たプ レフ ァブ土壁 を研究対象

とし、その耐力特性及び振動特性を静的 ・動的試験 によ り比較検討するとともに、土壁の超音

波パルス伝播速度に よる損傷推定手法を用 いて土壁 の損傷 メカニズムの解 明 と非破壊 的損傷

推定手法の提案 を行 った。またプ レファブ土壁の弱点である初期剛性 の向上を目的 とした改良

型プ レファブ土壁の提案 とその基礎実験を実施 し基本的な力学特性 について検討 した。

(8)超 高感度溶液NMR法 による木質バイオマスの丸ごと、高分解能、リアルタイム計測法の開発と

応用

1.研 究組織

代表者氏名:片 平正人(京 都大学エネルギー理工学研究所)

共同研究者:渡 辺隆司(京 都大学生存 圏研究所)、 小瀧 努(京 都大学エネルギー理工学研究

所)、 西村裕志(京 都大学エネルギー理工学研究所)、 吉岡康一(京 都大学生存

圏研究所)

2.研 究概要

化石資源 の消費量を減 らし、持続可能な社会 を構築す るために、木質バイオマスを変換 ・利

用 してバイオエネルギーや化成 品を高効率で生産す ることが注 目を集 めている。 自然界におい

ては木材腐朽菌が木質バイオマスの主要な分解者であ り、その生分解過程の解明は重要な知見

を与える。 この解明に向けた基盤 として、木材細胞壁成分を精密 かつ定量的に把握 しモニタ リ

ングす る技術の開発 が必要である。今回試料調製法と測定法の検討 を行 った結果、インタクな

状態の木質バイオマスに関 し、高感度かつ高分解能な1H-13CHSQCNMRス ペク トルが得 、構

成成分 を丸 ごと解析す る事 に成功 した。またTROSY!anti-TROSY法 を応用す る事で、構成成

分であるリグニンや糖 を定量す る方法論 を開発 した。 さらに白色腐朽菌や褐色腐朽菌による木

質生分解過程を経時的 にサンプ リングしてNMR法 で解析 した結果、 リグニン側鎖6-0-4,6-6,

6-5,5-5結 合の減少など、木材細胞壁成分の化学構造変化を追跡す る事 に成功 した。

(9)地 上および衛星データを用いた熱帯植林地のバイオマス生長量の動態評価ならびに樹木成長

に及ぼす気象要素の影響に関する研究

1.研 究組織

代表者氏名:川 井秀一(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:R.Widyorini(GadjahMadaUniv)、EB.Hardiyanto(GadjahMadaUniv)、

B.Subiyanto(LIPI)、A.Firmanti(Res.Inst.forHumanSettlements)、

大村善治(京 都大学生存圏研究所)、 甲山 治(京 都大学東南アジア研究所)、

渡邊一生(京 都大学東南アジア研 究所)、 小林祥子(立 命館 アジア太平洋大

学)、 塩谷雅人(京 都大学生存圏研究所)、 山根悠介(常 葉学園大学教育学

部)

2.研 究概要

南スマ トラに位置す るMHP社 、10,000haの 樹木生長量に関す る地表データを継続的に収
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集 してバイオマス成長量の時系列解析 を行い、蓄積量の動態を評価 した。 さらに、伐採/排 出

に関わるフローの解析 を実施 し、ス トック及び フローを合わせて早生樹植林地を原生林や草地

と比較検討 し、植林地 においては毎年一定面積の伐採 と植林 が繰 り返 され、個別 の林分では蓄

積/増 分/フ ローに変化があるものの、林地 を全体 としてみれ ば、一定の安定 した蓄積量 と増分

を期待できるな どの特性 を明 らかに した。

一方
、熱帯域 には大気水蒸気量 ・雲被覆の影響を受けにくいマイ クロ波を用いた衛星 リモー

トセンシングが有効であり、同地域の地上観測データを用いて衛星データの解析 に取 り組んだ。

位相情報を含んだポー ラリメ トリデー タの電力分解(4成 分分解)に よ り得 られた成分か ら幹

材積を推定す るための手法の検証を行い、蓄積量 と地表面散乱 との負の相関お よび二回反射散

乱 との正の相関を一定程度見出 した。

さらに、同地域12万haの 植林地全域にわた り計8地 点の気象観測点を設置 して雨量、気

温、 日射量、相対湿度等の観測 を継続 した。これ らの気象要素の 日変化 ・季節内変化 ・季節変

化等の詳細 な変動特性の調査に利活用できるよ うに、観測デー タから10分 値及び1時 間値の

データセ ッ トを作成 した。

(10)1926年 一1940年 の太陽活動画像データベースの作成

1.研 究組織

代表者氏名:北 井礼三郎(京 都大学理学研究科)

共同研究者:林 寛生(京 都大学生存圏研究所)、 上野 悟(京 都大学理学研究科)、

浅井 歩(京 都大学宇宙総合学研究ユニ ッ ト)、磯部洋明(京 都大学宇宙総合学

研究ユニ ッ ト)、冨田良雄(京 都大学理学研究科)、 五島敏芳(京 都大学総合博

物館)、 山下俊介(京 都大学総合博物館)、 前原裕行(京 都大学理学研究科)

2.研 究概要

京都大学理学研究科附属天文台では、太陽彩層の全面観測を1926-1969年 の44年 行ってき

た。長期にわたって太陽活動 ・彩層活動 をこのような長い期 間観測 したものは世界でも稀であ

り、貴重な一級 の資料であるため、我々はこれ を活用す る策 を検討 してきた。資料はすべて写

真乾板資料 であって既 に90年 近 く経過 してその劣化が進みつつあ り、デジタル化 して活用す

ることが急 がれる。我々は、 この資料の画像データをデータベース化 して、関連諸分野の研究

者が利用 しやすいように整備 ・公開す ることを計画 した。

資料は、期間の前半が1926-1940年 のもので滋賀県の山本天文台に保管 されていたもので

あ り、後半は1940年 一1969年 の もので飛騨天文台に保管 されてい るものである。我 々は、デ

ー タベース構築の初期段階として これ らの資料のメタデータの整備 を行 うことに した。そ して、

そのメタデータをデー タベース化 しIUGONETを 介 して公開す ることに した。次の段階 としては、

画像のスキャンを行いデジタル化する作業 を計画 している。 このデータベースが完成 した暁に

は、11年 周期の太陽彩層活動の4サ イクル分の画像 を提供す ることが可能 とな り、(1)彩 層

活動 と黒点相対数 変化 の相 関の研究、また、(2)CaIIK線 強度 が太 陽紫外線放射の良好な

Proxylndexで あることか ら、地球上層大気加熱研究の基礎 的な資料 を提供することができる。
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(11)科 学衛星における電磁適合性(EMC:ElectroMagneticCompatibility)に 関する研究

1.研 究組織

代表者氏名:小 嶋浩嗣(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:早 川 基(宇 宙航空研究開発機構)、 高島 健(宇 宙航空研究開発機構)、

松岡彩子(宇 宙航空研究開発機構)、 齋藤義文(宇 宙航空研究開発機構)、

平原聖文(東 京大学理学研究科)、 笠羽康正(東 北大学理学研究科)、

八木谷 聡(金 沢大学理工研 究域)、 中澤 暁(宇 宙航空研究開発機構)、

上 田義勝(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

科学衛星において 「ノイズ計測を行い、軽減 させ る」ためのEMC技 術は他の地上機器に対 し

てのそれ と大き く異なってお り、科学衛星に的を絞 った技術 の確立が重要である。科学衛星に

お けるノイズ測定手法や対処方法を確立 し、統一 したコンセ プ トのものとでEMCに 取 り組める

よ う、本研究では、実際の搭載機器の試験 を繰 り返 し、改良を加えてい く。また同時に、EMC

用の小型高感度電磁界センサーの開発 も行い、EMC計 測の現場で効果を発揮 できるよ うにする。

本年度はこれ まで同研究課題で取 り組 んできた研究の総ま とめの年度であった。昨年度まで、

BepiColomboMMOのEngineeringmodelか ら単体EMC試 験 を行い、特にcommonmodenoiseの

軽減を中心に各機器別対策 を行い、その有効性 について検討 を行 い、また、実際に対策 を行っ

てきた。その対策を踏まえた平成23年 度は、Flightmodelの 単体EMC試 験 に加 え、衛星にす

べて機器 を組み込み、システム として どれ ほ どの ノイ ズが出て くるかの試験 を実際に行 った

(システムEMC試 験)。

一方
、EMC試 験用 に利用できる小型のEMCセ ンサーの開発 も並行 して行ってきたが、昨年度

までのものに改良を加 え、上記、BepiColomboの フライ トモデルのシステムEMCに おいて実際

に使用 し、特に高周波磁場 ノイズの衛星全体の様相 を捉 えることに非常に有効であった。

(12)超 高層大気一海洋一固体地球結合モデルによる津波推定に関する研究

1.研 究組織

代表者氏名:齊 藤 昭則(京 都大学理学研究科)

共同研究者:山 本 衛(京 都大学生存圏研究所)、 宮崎真一(京 都大学理学研究科)、

石川洋一(京 都大学理学研究科)、 松村 充(京 都大学理学研究科)、

穂積裕太(京 都大学理学研究科)

2.研 究概要

2011年3月11日 に発生 した東北地方太平洋沖地震の直後に電離 圏において、プ ラズマ大気

の構造が観測 された。 これ らは、震源地域上空で発生 し、水平方向へ同心円状に伝搬 していた

ため、地震 による地殻変動が海面隆起 を励起 し、海表面で鉛直方向へ伝搬す る大気波動が生成

され、その大気波動が高度300kmの 電離圏高度に到達 して、プラズマ大気 を変動 されたもの

と考え られ る。その変動の中心は、震央よ りも東方 に100km程 度ずれてお り、この位置が、

地震による最初 の海面隆起の発生場所 と考 えられる。

地震 による最初の海面隆起は津波伝搬予測の初期条件 として非常に重要であるが、現在、海

面の広範囲の2次 元の観測は非常に困難なため、地震波及び地殻変位 の観測 による固体地球の
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変動の推定をもとに した推定値が用い られている。

本研究では、地震に関わる超高層大気一海洋一 固体地球の変動を統合的に扱い、 この三領域

の観測データに整合 的な、地殻変動一海洋変動一超高層大気変動の物理過程の解 明を進 めた。

従来のモデルが用いている地殻変動 と海洋変動 に加 え、超高層大気変動 を用い る点が特色であ

る。

GPS観 測データをもとに した本地震によるプ レー トの動 きの再現、海洋モデルを用いた海面

隆起による津波の伝搬の再現、大気モデル を用いた海面隆起による超 高層大気変動の再現、を

行 った。それ らの結果の比較によ り、津波の太平洋域における伝搬速度 と超高層大気 中の大気

重力波 によるプラズマ変動の伝搬速度が同程度である事が示 された。ハ ワイ周辺 において観測

された、津波 と電離圏変動の同時出現 とその伝搬速度の一致は、津波によって局所的に電離圏

変動が作 られてい るのではな く、海面隆起の直上へ伝わる音波によって、震央付近直上の下部

熱圏で作 られた大気重力波の伝搬によっても説明が出来 る事が明 らかにされた。

(13)超 高速ダストと固体との衝突物理実験

1.研 究組織

代表者氏名:柴 田裕実(京 都大学工学研究科)

共同研究者:山 川 宏(京 都大学生存圏研究所)、 池 田卓矢(京 都大学工学研究科)、 大橋英

雄(東 京海洋大学海洋環境学科)、佐 々木 晶(国 立天文台)、 野上謙一(濁 協医

科大学)、 小林正規(千 葉工業大学惑星探査研究セ ンター)、岩井岳夫(東 京大

学工学系研究科)、 平井隆之(総 合研究大学院大学物理科学研究科)

2.研 究概要

惑星間や星間における宇宙塵(以 下ダス トと呼ぶ)と 固体 との衝突によって起こる現象を実

験室で模擬す る実験を行 う。直径数10nmか ら数10pmの 微粒子(宇 宙ダス トを模擬 したも

の)をMV級 高電圧静電加速・器および軽ガス銃で毎秒数kmか ら数10kmの 超高速 に加速 し1)、

金属、高分子、セ ラミックスなどの物質に衝突 させ、電荷測定、二次イオン質量分析、発光測

定な どにより衝突機構 を解明す る。

(14)流 星飛跡の高度分布に見る地球環境変化

1.研 究組織

代表者氏名:津 田敏隆(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:TimbulManik(イ ン ドネシア国立航空宇宙研究所)、Effendy(イ ン ドネシ

ア国立航空宇宙研究所)、Mari・Batubara(イ ン ドネシア国立航空宇宙研究

所)、PeberlinSitompul(イ ン ドネシア国立航空宇宙研究所)

2.研 究概要

地球温暖化が進行 していることは多 くの科学者が認めているが、21世 紀末 までに地表気温が

何度上昇す るかを正確 に予測す ることは難 しい。温暖化 にともない、高度約15km以 上では逆

に寒冷化す ると予想 されてお り、実際、高度30km付 近では地表付近の温暖化の数倍以上の変

化率で寒冷化 していることを示す観測例 が報告 されている。 さらに空気が薄い高度100kmで は

一155一



よ り拡大 された変化 トレン ドが検出 されると期待 される。

本研では、高度100km付 近に出現す る流星飛跡 の高度分布 が大気密度お よび温度構造に依存

す ることを活用 して、地球環境変動のシグナルを検出す ることを 目指 した。具体的には、京大 ・

生存研が1990年 代 よりイン ドネシア航空宇宙庁(LAPAN)と の国際共同で、西スマ トラ、西ジャ

ワ、パプアで運用 している流星 レーダーによる大量の観測データを統計解析 し、変化 トレン ド

を調べた。 これまでの解析では、あま り明確 な変化傾向が認 められなかったが、今後 、流星群

の影響、LOCALTIMEに 対する依存性な どを含む、さらに綿密な検討 を進めたい。

(15)木 材および木質内装の見えに関する実大検証

1.研 究組織

代表者氏名:仲 村匡司(京 都大学農学研究科)

共同研究者:川 井秀一(京 都大学生存圏研究所)、 木村彰孝(京 都大学生存圏研究所)、

東 賢一(近 畿大学医学部)、 萬羽郁子(近 畿大学医学部)、

藤 田佐枝子((有)ホ ームアイ)

2.研 究概要

本研究の 目的は、住空間への木材 の導入 を促進す るために、居住者 にちょうどよい木質内装

デザインを科学的根拠 に基づいて提案することにある。今回は空気浄化作用や調湿性能 を有す

るスギ木 ロスリッ ト材(ス ギ材の板 目面に多数の溝 を等間隔に彫って木 口面を露出させた木質

建材)の 視覚効果を抽出す るために、 これ を実空間に壁面意 匠として実装 して11名 の男性被

験者に観察 させ た。観察中の被験者の視線の動 きおよび壁面に対す る見た 目の印象評価 を、ス

リッ トのある場合 と無い場合 とで比較 したところ、壁面デザイ ンが同 じ場合、視線の停留回数

や停留点分布へのス リッ トの有無の影響は小 さく、また、印象プロファイルの差異 も小 さかっ

た。

(16)原 子状酸素照射によるオルガノソルブリグニン炭素化物の酸化 ・浸食機構とその抑制

1.研 究組織

代表者氏名:畑 俊充(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:梶 本武志(和 歌 山県工業技術セ ンター)、 田川雅人(神 戸大学工学研究

科)、 小嶋浩嗣(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

オルガ ノソルブ リグニン炭素化物 にSiを 含有 させた焼結体試料 を作成 し、宇宙環境 をシ ミ

ュレー トした実験を行 った結果、オルガノソルブ リグニン炭素化物 中のシリコンと炭素問の反

応生成物が原子状酸素抵抗性の発現に関与 していることが推察 された。原子状酸素が試料表面

に照射 され ることによってSioc結 合が形成 され、試料炭素部分の浸食が抑制 された と考えら

れ る。
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(17)木 質からの白金代替燃料電池用カソード触媒合成条件のPy(熱 分解)-GC/MSに よる最適化

1.研 究組織

代表者氏名:畑 俊充(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:内 本喜晴(京 都大学人間環境学研究科)、 本 間千晶(北 海道立総合研究機

構林産試験場)

2.研 究概要

近い将来のレアメタルや石油資源 の枯渇が危惧 され ることから、これ らの再生可能資源か

らのエ コ燃料電池の開発が急務である。本研究では、木質バイオマスの50%程 度 を占める主

成分であるセル ロースを出発原料 とし、白金代替燃料電池用カソー ド触媒(WFC)合 成 を試み

た。

(18)MUレ ーダー ・ラジオゾンデ気球高分解能観測による微小乱流の日仏共同研究

1.研 究組織

代表者氏名:深 尾昌一郎(福 井工業大学工学部)

共同研究者:橋 口浩之(京 都大学生存圏研究所)、 塩谷雅人(京 都大学生存圏研究所)、

山本 衛(京 都大学生存圏研 究所)、 古本淳一(京 都大学生存圏研究所)、

矢吹政教(京 都大学生存圏研究所)、 中城智之(福 井工業大学工学部)、

柴垣佳明(大 阪電気通信大学)、HubertLuce(Toulon-VarUniv)、

RichardWilson(フ ランス国立科学研究セ ンター)、FrancisDalaudier(フ ラ

ンス国立科学研究センター)、AlainProtat(フ ランス国立科学研究セ ンター)

2.研 究概要

乱流混合 は熱や物質の鉛直輸送に寄与す る重要なプ ロセスであるが、そのスケールが極めて

小 さいことから観測が難 しい現象の一つである。例 えば、対流圏界面摺 曲は特に活発 な乱流混

合 をもた らし、積乱雲の成層圏貫入 とともに、対流圏 ・成層圏間大気交換の主要因の一つ とな

っている。下層大気 中には大気乱流の発生源 が多 く存在 してお り、乱流は発生源 ・背景大気状

態 ・大規模場 との相互作用な どによって特性を様々に変化 させ る。 しか しなが らこれ らの特性

の詳細 はまだ充分明 らかにされていない。MUレーダーは2004年 に高機能化へ の改修が行われ、

レーダーイメージング(映 像)観 測が可能 となった。 これまで周波数イメージング観測手法の開

発 ・改良が重ね られてお り、現在ではレンジ分解能が飛躍的に向上 した観測が可能 となってい

る。MUレ ーダー は現在の ところ乱流 を最 も正確に映像化でき、それ らの発生 ・発達 ・形成メカ

ニズムや、メ ソ～総観規模現象 との関連 を研究す る上で最 も強力な測器である。本研究では、

乱流特性の解明を目指 して、フランス人研究者2名 を招へい し、MUレ ーダーのイメージングモ

ー ドによる超高分解能データに加えて、ラジオゾンデ気球の集中放球及びライダーなど信楽MU

観測所設置装置 との同時観測を実施 した。

(19)選 択液化による未利用植物資材の機能化

1.研 究組織

代表者氏名:本 間千晶(北 海道立総合研究機構林産試験場)

-157一



共同研究者:畑 俊充(京 都大学生存圏研究所)、 渡辺隆司(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

直パル ス通電加熱 による木質バイオマスか ら有用物質 を得 るための熱分解条件を把握す る

ため、木質バイオマス主要成分、未利用植物資材 の熱分解液化条件および生成物 の組成、熱分

解残渣の性状および機能、熱分解液化物 の組成 について検討 した。その結果、液化物収率がセ

ル ロースでは600℃ 、 もみ殻は500℃ で最大 となることな ど熱分解液化条件 と生成物組成 との

関係 が示 されたほか、処理温度 と熱分解残渣のアンモニア吸着能 との関係、セルロースの400

～800℃ 処理 による熱分解液化物 中にlevoglucosanが 高い割合で含まれ ることが示唆 されるな

ど、液化物構成成分 と処理温度 との関係 に関す る知見が得 られたので報告す る。

(20)セ ルロースナノファイバーの利用による新たな食品物性の創出

1.研 究組織

代表者氏名:松 村康生(京 都大学農学研究科)

共同研究者:矢 野浩之(京 都大学生存圏研究所)、 松宮健太郎(京 都大学農学研究科)

2.研 究概要

生存圏研究所生物機能材料分野においては、既に木材 ・食 品原材料由来の廃棄物や未利用素

材か ら、セル ロースナ ノファイバーを効率的に分離 ・製造す る技術が確立 されてお り、調製 さ

れたセル ロースナ ノファイバーは、新たな機能性材料 として様々な用途 に利用 されている。セ

ル ロースは、食品成分 としてみた場合には、食物繊維 としての役割 が広 く認識 されているが、

そのほかにも、物性改良材 として食 品の品質に大きな影響を与える。セル ロースナ ノファイバ

ー は、従来、食 品産業で用い られてきたセルロース素材 とは、形態が極めて異なっていること

から、新たな物性改良材 としての可能性 が指摘 されている。本研究では、セル ロースナ ノファ

イバーを様 々な食品モデル系に加えた時に、その物理化学的特性や コロイ ド安定性、そして食

感 といった、広い意味での食品物性 に表れ る影響を解析す ることにより、セル ロースナ ノファ

イバーが新 たな食 品物性 を創 出す るための素材 とな り得 るのか検証す ることを 目的 として実

験 を行 う。様々な食 品系の うち、本年度 は特に、澱粉を主体 とするペース ト、タンパ ク質分散

液、乳化液 を対象 として、それ らの品質に及ぼすセル ロースナ ノファイバーの添加効果につい

て検討 を加 えた。その結果、米粉ペース トの物性や老化挙動、タンパク質分散液や乳化液の安

定性にセル ロースナノファイバーが影響 を与えることを見出 した。

(21)木 質パルプのナノファイバー化によるアルカリ可溶化とその総合利用

1.研 究組織

代表者氏名:山 根千弘(神 戸女子大学家政学部)

共同研究者:阿 部賢太郎(京 都大学生存圏研 究所)、 浅見孝志(オ ー ミケンシ株式会社)、

上 田一義(横 浜国立大学工学研究科)

2.研 究概要

木質パル プに爆砕処理を施す と、セル ロースが水酸化ナ トリウム水溶液に溶解す ることが近

年見出され た。今までのセル ロース溶剤 が二硫化炭素、銅アンモニア、メチルモルホ リンオキ
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サイ ドな どであることを考 えると、環境面で極 めて有利である。 しか し、木質パルプのアルカ

リ可溶化には爆砕処理 を行わなくてはな らず、幅広 く再生セル ロースを展開す るには、設備 コ

ス ト、運転 コス トの面で大 きな課題 を抱えた ものであった。 このよ うな状況の中、爆砕に代わ

るセル ロースの前処理方法 を検討 して きたところ、木質パル プのナ ノファイバー化がセルロー

スのアルカ リ可溶化 に極めて効果的なことがわかった。

針葉樹サル ファイ ト法溶解パルプ(日 本製紙(株)製 、平均重合度(DP)800)を メディア

式湿式粉砕機で処理す ると、処理パルプの水酸化ナ トリウム水溶液への溶解性は、爆砕処理以

上であった。一般的にセル ロースの平均重合度(DP)が 上がると溶解性が悪 くな り、例えば、

今までの爆砕処理では、DPの 上限は350で あった。すなわち、爆砕処理法では、木質パルプ

のDPを 、低DP側 に調整する必要があった。一方、メデ ィア式湿式粉砕機で処理 した木質パ

ルプは、DP750で も溶解す ることが、未溶解物量、粘度挙動な どか ら確かめ られた。一般的に

溶解パルプのDPは この程度なので、 これは、DP調 整無 しで、原料パルプが溶解できること

を示 している。得 られた再生セル ロースの物性 はDPに 強 く依存 し、DP750の 再生セルロー

スフィルムの強度はDP350の それの2.5倍 ほどの値であった。脱爆砕 と高物性 により、は じ

めてセル ロースのアルカ リ可溶化が実質的に展開できることになった。すなわち長年 にわたる

再生セル ロースの本質的課題が完全 に解決 され る可能性が見出された。現在 のところ、研究は

このよ うな現象論の蓄積 にとどまっているが、今後 は、アルカ リ可溶化につ ながるセル ロース

の構造要因を明 らかにするとともに、まず食 品分野への応用展開を図る。水酸化ナ トリウムは

食品の加工に使用可能な薬品なため、食 品分野 はセル ロースのアルカ リ可溶化の特徴 を最も生

かすこ ととのできる分野だか らである。

(22)担 子菌 由来発酵阻害物質分解性ラッカーゼアイソザイムの同定と酵母での発現条件の最適化

1.研 究組織

代表者氏名:渡 邊崇 人(京 都 大学生存圏研 究所)

共 同研究者:ChartchaiKhanongnuch(ChiangMaiUniv.)、

WoottichaiNachaiwieng(ChiangMaiUniv.)

2.研 究概要

担子菌Zr∂ 〃磁θ5Fθ∬ ゴoolorRC3株 は リグニ ン分解酵素の1つ ラ ッカーゼ を菌体外 に

分泌す る。 この ラッカーゼについては、培養 条件 によって分子量や等電点 の異 なるラ ッカ

ーゼ(ア イ ソザイム)が 複数 分泌 され る。また、 これまでの研究 か ら木質バイオマ ス前処

理後 の発酵 プ ロセ スの阻害物質(バ ニ リン、 フル フラール等)を 分解す るラ ッカーゼ が存

在す る と推察 してい る。本研 究では、RC3株 が産生す るラ ッカーゼ アイ ソザイ ムの単離 ・

同定を試 み、また、酵母 を用いたRC3株 由来 ラ ッカーゼ遺伝子の異種発現 を行 った。
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2.5生 存 圏フラツグシツプ共同研 究RlSH

生存研 に特徴 的なプロジェク ト型共同研 究を支援す

るため、フラッグシップ共同研究 を立ち上げ、公募によ

り3件 を採択 した。 フラッグシップ共同研究は、従来中

核研 究部な どで個別 に実施 していたプロジェク ト型共同

研究を、可視化 ・研究支援す ることを主な 目的とす る。

(1)バ イオマス・物質変換のためのマイクロ波高度利用共 同研 究

1.研 究組織

代表者氏名:篠 原真毅(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:渡 辺隆司(京 都大学生存圏研究所)、 三谷友彦(京 都大学生存圏研究所)、

杉 山淳 司(京 都大学生存圏研究所)、 今井友也(京 都大学生存圏研究所)、

畑 俊充(京 都大学生存圏研究所)、蜂谷 寛(京 都大学エネル ギー科学研究科)、

園部太郎(京 都大学エネルギー科学研究科)、 簗瀬英司(鳥 取大学大学院工学

研究科)、 吉川 昇(東 北大学大学院環境科学研究科)、 佐藤元泰(核 融合科学

研究所)他

2.研 究概要

本フラ ッグシ ップ共同研究の 目的はマイクロ波プロセスを応用 した木質バイオマスか らの

バイオエタノール、バイオケ ミカルス生成の高効率化、及び無機系の材料創生のマイクロ波プ

ロセスの開発である。本フラグシップ共同研究 は、生存圏研究所 の特色 を生か し、マイ クロ波

工学 と化学研究者、及び物質構造解析の研究者が参加す ることによ り、マイクロ波プロセ ッシ

ング科学の発展 と応用技術開発 を目指す。平成21年 度導入 された 「先進素材開発解析システ

ム(AnalysisandDevelopmentSystemforAdvancedMaterials,ADAM)」 研究設備は現在全国

共 同利用設備 として広 く利用 されてお り、様々な研究成果をあげている。マイクロ波アプ リケ

ー タ、様々な周波数対応 の大電力マイ クロ波発生装置、マイクロ波測定装置、質量分析器 、有

機用1無機用の2種 類の電子顕微鏡等で構成 されたADAMを 用いた研究は生存圏研究所のフラ

グシップ共 同研究 としての大きな特色である。

これまでマイクロ波プロセスを応用 した木質バイオマスか らのバイオエタノールは当研究

所渡辺教授 をプロジェク トリーダ としてNEDO「 バイオマスエネル ギー高効率転換技術開発1

バイオマスエネルギー先導技術研究開発」プ ロジェク トを中心に研究を行ってきた。本プロジ

ェク トに加 え、平成23年 度 よ り同渡辺教授 をリーダー とした新プ ロジェク トJSTICRESTの

「電磁波応答性触媒反応 を介 した植物か らの リグニン系機能性ポ リマーの創成」(研究領域 「二

酸化炭素資源化 を目指 した植物の物質生産力強化 と生産物活用のための基盤技術の創 出」)が開

始 された。本研究では、植物細胞壁 を固めるリグニンへの親和性 と電磁波吸収能 を付与 した新

規触媒 を合成するとともに、周波数 を連続的に変化 させ ることができる電磁波化学反応装置 を

開発 し、電磁波 の特性 を活か した高効率 リグニン分離 ・分解反応系 を構築す る。また、リグニ

ンを含む植物の包括精密構造解析 と電磁波反応 を組み合わせ て、 リニア型 リグニンの分離法や

モ ノマーへ の分解法、精製法を開発 し、強度、耐溶媒性、分散性、耐衝撃性、紫外線吸収特性
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などに優れ る芳香族 ポ リマーに変換す る。

今年度は当研究所 とエネルギー理工学研究所、及び民間企業 との共同研究 として、「次世代太

陽電池材料 の創生」を 目指 し、 ミス トを用いるマイクロ波加熱法による導電性薄膜材料の新プ

ロセス探索研究が開始 された。今年度は ミス トに対するマイクロ波照射効果 の基礎デー タ収集

を行った。

さらに次年度以降に向け、研究プロジェク トの 申請 も行っている。京都大学、東北大学、上

智大学の研究グループで環境省環境研究総合推進費 による研究事業 に研究提案を行った。「マイ

クロ波 による瓦礫中の有害物質迅速処理一アスベス ト飛散 とダイオキシン発生防止一」 とい う

研究テーマであ り、マイクロ波加熱炉による、瓦礫の無害化 ・再資源化処理 を提案 した。東 日

本大震災で発生 した瓦礫 は、セ メン ト、木材、お よび、プ ラスチ ック、有機物 ・金属などに、

大量の塩分(海 水由来)が含まれてお り、これ らの混在物 をマイクロ波で1050℃ にまで加熱す る

ことで大量処理 ・無害化を行 うことを目的とす る。現在(201212)審 査結果 を待 ってい る状況であ

るが、結果 のいかんに関わ らず本研究 グループは今後 もこの方向性の研究を続けてい く。

ま た 日本 電 磁 波エ ネル ギー応 用 学会JEMEA(JapanSocietyofElectromagneticWave

EnergyApplications)と の連携 も深 めてい る。JEMEAは 平成18年 度 に活動を開始 した若い学会

であるが、電磁波エネル ギーの応用に関す る研究開発 の 日本 の中心 として積極的に活動 を行 っ

ている。年に1度 開催 しているJEMEAシ ンポジウムの第6回 を当研究所篠原が大会委員長 とな り

平成24年10月 に京都大学で実施す る。それ以外に も平成24年3月6日 にJEMEA主 催第2回 電磁波

エネル ギー応用セ ミナー一マイ クロ波照射 ・加熱 による有機 ・無機 ・金属材料の反応事例一 を京

大宇治 キャンパスお うば くプ ラザで開催す る。今後 もJEMEAと の連携 を深 め、フラグシップ共

同研 究を加速 してい く。

3.研 究の成果

今年度の研究の一例 として、マイ クロ波による金属チタンの大気圧下窒化に関する研 究例を報

告する。本研究は当研究所 ミッシ ョン研究員の樫村京一郎氏 によって成 されたものである。1950

年代頃か ら知 られていた有機物 のマイ クロ波加熱に対 し、金属がマイクロ波加熱 されることは

1997年 のRoyetal.の 報告以降であって、非常に新 しい現象である。本研究では金属の中で もチ

タン粒子を加熱 のサンプル として、マイクロ波一金属粒子相互作用の解明を目的 としたものであ

る。本来、金属チタンは酸化す る傾 向を強 く有 してお り、大気圧加熱下では速やかに酸化物 と

なる。しか し、「マイ クロ波加熱下では大気圧下において も窒化 チタンを得 る」ことができる(図

1)。 この研究ではマイ クロ波による酸化チ タン加熱機機構、反応速度及び電子状態に焦点を絞

り、電磁波 のもつ磁場成分が酸化チタンか らの酸素放出を促進 させ るメカニズムを実験 ・理論

の両面よ り明らかに した。電気炉等の一般的な加熱 の場合、一番遅い反応(律 速反応)が 全体

の反応速度 を決定するが、加熱 の選択性 のあるマイクロ波加熱の場合、場合 によってはこの律

速反応 を選択的に加熱できている可能性 が高い。 この化学反応の促進効果はマイクロ波の位

相 ・周波数が一致 した際に顕著 に観測 され ることも判明 した。図2は マイクロ波加熱下における

酸化銅還元反応 のア レニ ウスプロッ トである。 この結果 によれば、周波数変調をかけたマイク

ロ波で加熱 された試料は電気炉 による加熱 と近い勾配を示す のに対 して、変調な しのマイクロ

波では全 く異なる反応速度挙動 を示 している。 この結果 は、物質構造がマイクロ波の有する情

報 と相互作用を有 していることを示す。本研究 は位相を制御 した電磁波 と物質の相互作用 とし
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て物理的に興味深い とともに、その化学反応の振る舞いが触媒 を有 した系 と近い点 も魅力的で

ある。研究の進展によっては、不足が懸念 されているレアメタル資源 を省いた工学的プロセス

の構築が期待できる。

図1:金 属 チ タ ンの酸化 還 元

図2:真 空下(10'9atm)に お け る酸化 銅還 元反

応速 度 と温 度 の 関係(素 反 応:4CuO→2Cu20+

02)。変調 な しのマ イ ク ロ波 下 で観 測 され た プ ロ

ッ ト勾配 は変調 あ りに比 して 異 な る値 を示 して

い る。 これ は コ ヒー レン トなマイ ク ロ波 下 では

酸化 銅還 元 反応 の活性 化 エネ ル ギー が異 な る こ

とを意 味 して い る。

1nversetemperaturer1/K-1(x1000)

(2)熱 帯産 業林 の持続 的生産利用に関する多角総合 的共同研 究

1.研 究組織

代表者氏名:梅 澤俊明(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:川 井秀一(京 都大学生存圏研究所)、 矢野浩之(京 都大学生存圏研究所)、

大村善治(京 都大学生存圏研究所)、 塩谷雅人(京 都大学生存圏研究所)、

小松幸平(京 都大学生存圏研究所)、 吉村 剛(京 都大学生存圏研究所)、

矢崎一史(京 都大学生存 圏研究所)、 渡邊隆司(京 都大学生存圏研究所)、

杉山淳司(京 都大学生存圏研究所)、 今井友也(京 都大学生存圏研究所)、

黒 田宏之(京 都大学生存圏研究所)、 梅村研二(京 都大学生存圏研究所)、

鈴木史朗(京 都大学生存圏研究所)、 他生存圏研究所員多数

服部武文(徳 島大学 ソシオ ・アーツ ・アン ド・サイエンス研究部)、

柴 田大輔(か ず さDNA研 究所)、 三位正洋(千 葉大学園芸学部)松 本義

勝(越 井木材工業(株))、 バンバン ス ビヤン ト(イ ン ドネ シア科学院)



2.研 究概要

化石資源 の大量使用 に基づ く急激 な地球環境の悪化や化石資源 の枯渇予想 により、エネルギ

ー ・食糧 ・工業原材料の供給を、環境保全及び経済成長 との折 り合いのもとに達成する方策の

確立が今後 の人類の生存に必須 となっている。そ して、この方策の確 立こそ、生存圏科学に与

えられた使命 と言える。

化石資源 に代わ り、再生可能資源 に対す る依存度 を上昇 させ ることへの必然性 は、既に世界

的共通認識 となってい る。太陽エネルギーや風カエネル ギーを始めとして、再生可能資源 には

様々なものがあるが、エネルギー供給に加 え、炭素系工業原材料 の供給が可能な植物バイオマ

ス資源 はとりわけ重要であ り、その資源育成 と有効利用 システムの確 立が、世界的に強 く求め

られてい る。 とりわけ、熱帯地域における樹木生長量は、温帯域 のそれ をはるかに上回ってお

り、熱帯産業造林の持続 的維持管理 とそこで得 られ る森林バイオマスの効率的利用が、再生可

能資源依存型社会において極めて重要 となる。

以上に鑑み、京都大学生存圏研究所では、その発足 と共に、国内外の研究機 関 と連携 して、

アカシアマンギウムやアカシアハイブ リッ ド植林地において、大気圏 ・森林圏 ・人間生活圏の

物質循環の精測を行い、それに基づき、地域の環境 を損ね ることなく木材生産の持続性 と循環

性 を保証す る方策を考 えることを目的 とした統合的 ・融合的研究を推進 してきた。

本共同研究では、熱帯アカシア資源の持続的生産利用基盤 を確立 を最終 目的 として、従来生

存圏研究所 で蓄積 してきた熱帯アカシア人工林 に関する個別 の成果 に基づき、関係するあ らゆ

る研 究プ ロジェク トの有機的連携を再構築するための総合研究 を実施す る。

3.研 究の背景と目的

[背景]

熱帯地域 における持続的な大規模産業造林は、持続的、循環的な木質バイオマス資源の生産

基盤 として、我 が国の資源確保や地元住民の経済活動 ・福祉 に大きく貢献 している。その一方

で、遺伝的多様性 に乏 しい限 られ た系統の連続的かつ土地集約的な植林に伴 う 「生産の問題」、

土壌栄養分 の短期収奪 に関す る 「持続性の問題」、地域住民の生活保証や経済振興 といった 「社

会問題」、木質資源 の効率的な材料変換やエネル ギー変換 に関わ る 「利用の問題 」など生存圏

全体に関わる様 々な課題 が存在 してい る。 これ らの課題の解決には従来の技術では不十分であ

り、関連学術基盤の深化に基づ く圧倒的な技術革新が必須である。 これ らの課題解決に向け、

生存圏研究所ではその発足 とともに内外 の研究機 関と連携 して、イン ドネシア南スマ トラ州、

リア ウ州、マ レーシアサバ州などの事業植林地 をフィール ドとして、大気圏 ・森林圏 ・人間生

活圏の物質循環の精測 を行い、それ に基づ き地域の環境 を損ね ることなく木質バイオマス資源

生産の持続性 と循環性 を保証す る方策 を考 えることを目的 とした総合的研究を行ってきた。そ

の結果、アカシア人工林 の育成 と利用に関 して多 くの個別的プロジェク トが進行 しそれぞれ成

果 を上げてきた。

[目的]

本共 同研究の 目的は、従来生存圏研究所で蓄積 してきた熱帯アカシア人工林に関する個別の

成果に基づき、関係す るあ らゆる研究プロジェク トの有機的連携 を再構築 し、以て熱帯アカシ

ア資源の持続的生産利用基盤 を確立す ることである。
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4.研 究の結果および考察

従来行われてきた個々のアカシア関連 プロジェク トは、開始以来数年が経過 してお り、組織

的に一層の連携融合を図ることが今後の研究の飛躍的進展に必須 となっている。 よって本共同

研究では、昨年度に引き続 き、これ らの旧アカシアインター ミッシ ョン傘下の個 々の研究プロ

ジェク トの深化継続 を図るとともに、熱帯人工林の持続性、熱帯早生樹の特性、熱帯早生樹の

利用、熱帯早生樹のバイオテクノロジー、の4項 目に関す る調査研究を行い、研究の必然性 と

将来の研究の方向性 について再検討 した。

具体的には、以下の項 目について、

1)熱 帯人工林の持続性

熱帯人工林 の必要性

熱帯アカシア森林 におけるバイオマスの持続的生産

熱帯人工林 の生物多様性

熱帯人工林 の リモー トセ ンシング評価

熱帯人工林の大気観測

熱帯産樹木 の年輪気候学

熱帯人工林 の地域研 究

2)熱 帯早生樹の特性

熱帯早生樹材の物理特性

熱帯早生樹材の組織構造

熱帯早生樹材の化学成分特性

熱帯アカシアの生物学、生育特性(生 育適地)、 病害

3)熱 帯早生樹の利用

熱帯早生樹材の利用

アカシア樹皮タンニンの利用 と課題

熱帯早生樹 のパルプ化

熱帯早生樹 のバイオ リファイナ リー

熱帯早生樹 のセル ロースナノファイバー利用

4)熱 帯アカシアのバイオテクノロジー

マメ科植物のバイオテクノロジー

熱帯アカシアのバイオテクノロジー

ユーカ リのバイオテクノロジー

熱帯早生樹(特 にアカシアを対象 とし、ユーカ リも含める)の 持続的生産利用の現状把握 と将

来展望にっいて客観 的 ・合理的評価 を行 いその結果にっいて取 りま とめ、「生存圏研究」に投

稿 したH3)。

5.今 後の展開

上記調査研究を基に、樹木に とどまらず様々な熱帯バイオマス資源 の持続的生産に係 る様々

な課題 を視野に入れた今後の研究展開について詳細 な討議を行 う予定である。
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6.引 用文献

1)川 井秀一、フラッグシップ共同研究(熱 帯人工林)研 究調査一熱帯人工林の持続 的生産利

用の現状把握 と将来展望一熱帯域の森林再生に向けて、生存圏研 究、印刷中

2)川 井秀一、ラギール ・ウ ドヨ リー二、フラッグシップ共同研究(熱 帯人工林)研 究調査 一

熱帯人工林 の持続的生産利用の現状把握 と将来展望一熱帯造林地におけるバイオマス生産

の持続性、生存圏研究、印刷中

3)田 鶴寿弥子、杉山淳司、津 田敏隆、田上高広、渡邊裕美子、熱帯早生樹 の年輪年代 ・古気

候学、生存圏研究、印刷 中

4)吉 村剛、竹松葉子、山下聡、藤 田素子、服部武文、本 田与一、大村和香子、簗瀬佳之、土

居修一、熱帯人工林の生物多様性、生存圏研 究、印刷中

5)RidwanYahya、 高瀬 克彦、今井 友也、D.Silsia、JosephGril、 杉 山 淳司、アカシ

ア材の組織構造、生存圏研究、印刷 中

6)黒 田宏之、熱帯アジアに分布するアカシアー分類、生育特性 、病害一、生存圏研究、印刷

中

7)梅 澤俊 明、熱帯∠o∂o拍の化学成分調査、生存 圏研究、印刷中

8)渡 辺隆司、熱帯早生樹のバイオ リファイナ リー、生存圏研究、印刷 中

9)矢 崎一史、ユーカ リの形質転換 による代謝工学、生存圏研究、印刷 中

10)鈴 木史朗、熱帯アカシアのバイオテクノロジー、生存圏研究、印刷 中

11)矢 野浩之、阿部賢太郎、アカシア材からのナノファイバー製造、生存圏研究、印刷 中

12)小 川荘介、矢野浩之、アカシアマ ンギウム樹皮か らの接着剤お よび成型物の製造、生存圏

研究、印刷 中

13)小 松幸平、アカシアマンギュウム材 を用いたプ レファブ型モデル耐震木造住宅建設のイ ン

ドネシアでの試 み、印刷中

7.付 記

「第2回 生存圏 フラッグシップンポジ ウム(熱 帯地域 における持続的バイオマス生産 に向け

て)」 を平成24年3月21日 に開催する予定である。

(3)バ イオナノマテリアル共同研究

1.研 究組織

代表者氏名:矢 野浩之(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:中 坪文明(京 都大学生存圏研究所)、 阿部賢太郎(京 都大学生存圏研究所)、

伊福伸介(鳥 取大学工学研究科)、 能木雅也(大 阪大学産業科学研究所)、

アン トニオ ・ノリオ ・ナガガイ ト(徳 島大学大学院)(他20名)

2.研 究概要

植物細胞の基本骨格物質であるセル ロースナ ノファイバーは、鋼鉄 の1/5の 軽 さで、その

5倍 以上の強度(2-3GPa)、 ガラスの1/50以 下(0.1ppm/K)の 線熱膨張係数 を有す るスーパー

ナ ノ繊維である。木材等、植物資源の50%以 上を占めるほぼ無尽蔵 の持続型資源であ りなが

ら、ナ ノファイバー レベルまでの解繊 コス ト、ナ ノファイバー故の取 り扱いの難 しさなどか ら、

これまで工業的利用はほとん どなされてこなかった。 しか し、近年、新規のグリー ン ・高機能

ナ ノ材料 として、世界 中で、急速に研究が活発化 している。 このよ うな背景の もと、本 フラッ

グシップ共 同研究は、生存研が有す るセル ロースナノファイバー材料や キチンナノファイバー
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材料 といったバイオナ ノマテ リアル に関す る10年 近い共同研究実績を基に、生存研 にバイオ

ナ ノ材料において世界 をリー ドす る共同研究拠点を構築す ることを 目的 として行 っている。本

共 同研究の特色は"異 分野連携"、"垂 直連携"と いった"連 携"で ある。生存圏科学 の拡が り

を活用 して、生物資源材料 を扱 う研究者 ・機 関、そのナノエ レメン トの化学変性や再構築を行

う研究者 ・機 関、さらには材料を部材化 し自動車や電子機器への応用 に取 り組む研究者 ・機 関、

といった これまでつなが りの薄かった分野の研究者 ・機 関が垂直連携 して、先進的生物材料の

開発 に取 り組んでいる。

3.研 究の成果

本年度の ミッシ ョンシンポジウムでは、軽量 ・高強度 ・低熱膨張のセル ロースナ ノファイバ

ー によ り既存のプラスチ ックやバイオ系プラスチ ックを補強 し自動車に使用で きる高機能化

グ リーン部材 とす るための基盤技術 について、平成21年 度 から異業種 ・垂直連携の体制で進

めているNEDOプ ロジェク トの研究成果 を紹介す る。

自動車は10%の 車体重量の軽量化で燃費を10%向 上でき、炭酸ガスの排出を10%低 減

できる。 このことか ら、内燃機関による自動車だけでな くハイブ リッ ト車や電気 自動車 といっ

た、いわゆるエコカーにおいても車体重量の軽量化 は喫緊の研究開発課題 となっている。車体

重量の軽量化には、単位重量あた りの強度に優れた樹脂材料 の開発 と採用が重要であ り、樹脂

材料のさらなる強度性能向上、用途拡大を 目指 して、繊維材料による樹脂補強が進め られてい

る。その中で も、植物繊維をパル プ化 し、 さ

らにナノ解繊 したセル ロースナ ノファイバ

ー(CNF)は 、鋼鉄 の5倍 以上の強度、ガラ

スの1/50の 低 い線 熱膨張 を有 してい る

ことか ら、サーマル リサイクル容易な低環境

負荷の補強用繊維 として注 目されてい る。生

存圏研究所 では、平成21年 度か らNEDO

グ リーンサステイナブルケ ミカルプ ロセ ス

(GSC)基 盤技術開発プログラムにおいて、

図2:樹 脂による自動車部材の軽量化
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化学研究所、京都市産業技術研究所、王子製紙、三菱化学、DICと 共同で、生存圏研究所を

集 中研 とし異業種 ・垂直連携の体制でセル ロースナノファイバー強化による軽量 ・高強度 自動

車用部材の開発 に取 り組 んでいる(図2)。 その中で、ナノファイバー/樹 脂 問の精密界面制御

に関す る基盤技術開発 を、1)セ ル ロースナノファイバーの化学修飾技術開発、2)セ ルロー

スナノファイバー表面での高分子精密重合技術開発、3)界 面制御用の添加剤開発によ り進め

ている。 さらに、基盤技術の応用展開を目指 して、ア ドバイザー として参画 している自動車 ・

自動車部材 メーカー(ト ヨタ車体、 日産 自動車、スズキ、デ ンソー)にCNF補 強熱可塑性樹脂

コンパ ウン ド等 を提供 し、 自動車メーカーの視点か ら成形加 工性や性能評価 を行 うとともに、

化学変性セル ロースナ ノファイバーの実用化技術を開発 している。本開発研究の成果は、 自動

車以外 に家電品や建材、包装容器 、等への幅広い応用が期待 できる(図3)。

図3:セ ル ロースナノファイバー材料の将来的展開

本年度の主要な成果は以下の通 り。

1.リ ビングラジカル重合によるセル ロースナ ノファイバー化学修飾の精密制御 ・多様化

1)CNFと 相溶化剤(MAPP)の 化学結合に成功。5wt%の 変性CNF添 加でHDPE樹 脂 の強度、

弾性 率が1.7倍 にまで増大 した。化学結合の無い従来品では1.2倍 の補強効果。

2)CNF表 面に長 さの揃った長鎖アルキル基の導入 に成功。 グラフ ト鎖 の本数、重合度が

広い範囲で精密制御 できる様にな り、剛か ら柔までの多様な界面設計への途 が拓けた。

3)エ ポキシ樹脂硬化システムへのCNF組 み込みに成功(図13)。 現段階では5wt%のCNF

添加 で弾性率は1.2倍 の増加 であるが、樹脂 とCNFと の直接結合が可能になったことで、今後、

更なる性能 向上が期待 され る。



2.セ ル ロースナ ノファイバー補強PP樹 脂製造技術の改良

1)超 臨界炭酸ガス処理で弾性率が1.5倍 に増大することを発見。その結果、30%CNF強 化

PP樹 脂において曲げ弾性率が6GPaに 到達 した。

2)超 臨界炭酸ガス発泡処理で、PP樹 脂(密 度:0.91g/cm3)と 同 じ弾性率で、CNF強 化

PPの 密度 を0.6に まで低下 させることに成功。 これはPP樹 脂 をさらに1/3軽 量化す る効果に

匹敵す る。

3.樹 脂の多様化

1)バ イオポ リア ミド、ABS樹 脂のCNF強 化に成功。固相せん断押 出機 を用いたCNF複 合

化 において10%の 未変性CNF添 加でバイオポ リアミ ド:PAllの 弾性率が1.7倍 、強度が1.5倍

に到達 した。また、ABS樹 脂 においても弾性率が1.5倍 に(強 度は1.3倍)な るな ど、CNF補

強が多 くの樹脂 の機械的特性の向上に有効であることが示 された。

4.CNF強 化樹脂の 自動車用部材化プロセスの構築

1)自 動車メーカーへのサンプル供給 と評価を推進。 自動車メーカーで30%CNF強 化PP樹

脂 コンパ ウン ドや10%CNF強 化PE樹 脂 コンパ ウン ドを評価 した結果 を複合材料製造プロセスに

フィー ドバ ック した。それに基づき開発 した改良CNF強 化ポ リオ レフィン樹脂を 自動車 メーカ

ー に供給 した。

2)樹 脂 との混練時にCNF表 面を疎水化できる添加剤を見出 した。 さらに、この処理をス

ケールア ップして行 ったCNF10wt%添 加HDPE樹 脂において、ニー ト樹脂の2倍 の弾性率、強度

が得 られてい る。

3)CNF強 化樹脂マスターバ ッチの開発に着手。 自動車メーカー との議論か ら、材料の高

機能化の指標は、強度、寸法安定性 など一義的に決 まるものではなく、部品や企業の戦略によ

って異な ること、材料の機能は部材 に加 工され、使用 されて初めて明 らか となる点が多いこと

が明 らか となった。

2.6平 成23年 度 オープンセミナー

回 開催朋 演 者 題 目 翻

樫村 京一 郎

1316月29日(京 都 大学 生 存圏 研 究所 ・ 材 料創 製 分野 に お ける マ イク ロ波 加熱 の 魅 力26

ミッ シ ョン専攻 研 究 員)

田鶴 寿弥 子

13220日(京 都 大学 生 存 圏研 究 所 ・SPring-8で 紐 解 く木 質文 化 財か らの メ ッセー ジ26

ミッシ ョン専攻 研 究 員)

7月

山元 誠 司

13327日(京 都 大学 生 存 圏研 究 所 ・ 木 質バ イ オマ ス 由来 抗 ウ イルス 性 化合 物 の探 索23

ミッシ ョン専攻 研 究 員)
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畑 俊充 国 際緊 急 共 同研 究'調 査 支 援 プ ゜グ ラム(J-RAPID)

(京 都 大学 生 存 圏研 究所 ・講師)へ の 申請経 緯
13414日15

上 田 義勝 福 島 県下 にお け る 土壌 ・水 質汚 染 の 実 地調 査 と放射

(京 都 大学 生 存 圏研 究所 ・助教)性 核 種 の 高速 除 去技 術 の実 証研 究

9月 森 拓郎 ・ 、
13521日 東 北地 方 太平 洋 沖地 震 に おけ る木 造被 害調 査22

(京 都 大学 生 存 圏研 究所 ・助教)

木村 彰孝

13628日(京 都 大学 生 存圏 研 究所 ・ 快適 な室 内空 間 と木材15

ミッシ ョン専攻 研 究 員)

San」ayKumarMEHTAL
ong-termbehaviorofthetemperaturestructure

1375日(京 都 大学 生 存圏 研 究所 ・16i
nthetropicaltropopauselayer

ミッ シ ョン専攻 研 究 員)

1381・ 月19日 畑 俊充 木 か らダ イヤ モ ン ドは作 れ るの か?21

(京 都 大学 生 存 圏研 究所 ・講師)

13926日 海老 原 祐 車甫 宇 宙の 天 気、 宇 宙の 嵐15

(京都 大 学生 存 圏研 究所 ・准教 授)

檀 浦 正子 安 定 炭素 同位 体 と近 赤 外 レ_ザ_分 光 法 を用 いた樹

1402日(京 都 大 学大 学 院農 学 研究 科 ・12
木 のCO2固 定 量 の追 跡

助 教)

Cheow-YangLee

14111月16日(京 都 大学 生 存圏 研 究所 ・ 東 日本 大 震災 の 余波 一害 虫 問題 とその 対 策15

客員 教授)

藤 原 正智

14230日(北 海 道 大 学大 学 院 熱 帯下 部 成層 圏 の水 蒸 気の 季節 ～10年 規模 変 動19

環 境 科学 院 ・准 教授)

横 山 竜 宏

14314日(京 都 大学 生 存圏 研 究所 ・ 赤 道大 気 レー ダ ーに よ る電 離圏 観 測の10年13

ミッ シ ョン専攻 研 究 員)

12月

恒 次 祐 子

14421日((独)森 林 総合 研 究所 森林 浴 の 生理 的効 果20

構 造利 用研 究 領域 ・研究 員)

津 川 卓也GPS全 電 子数 観 測 によ り捉 え られ た 東北 地方 太 平洋

14518日((独)情 報 通信 研 究機 構 ・13
沖 地震 後 の電 離 圏変 動

主任 研 究員)

1月

三 宮 エ ナ ノ プラ ズモ ニ クス に よ るバ イオ セ ン シ ング と化学

14625日(東 京 工 業大 学 材料 工 学専 攻 ・ 、16反 応の モ ニ タ リン グ

助 教)

参 加者 数 合計287
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2.7「 生存 圏ミッションシンポジウム」の開催

第197回 生存圏 シンポジウム

生存 圏 ミツシ ョンシンポ ジウム

プログラム

3月1日(木)(宇 治お うばくプラザ きはだホール)

10:00挨 拶 津田敏隆(京 都大学生存圏研究所 所長)

【生存圏研究所 研究 ミッション活動紹介】

10:10ミ ッシ ョン1:環 境計測 ・地球再生

「健全な森林圏のすすめ 一一一マツ林の場合一一一」

黒 田宏之(京 都大学生存圏研究所)

10:25「 高精度衛星測位 データを用いた気象予測システムの構築」

佐藤一敏(京 都大学学際融合教育研究推進センター)

10:40ミ ッシ ョン2:太 陽エネルギー変換 ・利用

「パネル構造型宇宙太陽発電所のためのパネル位置推定を用いた ビーム

形成技術の研究」

石川峻樹(京 都大学工学研究科修士課程2年)

篠原真毅(京 都大学生存圏研究所)

10:55「 マイ クロ波 と高速発酵細菌を用いたバイオエタノール生産」

黒暗陽介(京 都大学生存圏研究所)

11:10ミ ッシ ョン3:宇 宙環境 ・利用

「宇宙天気シ ミュレー タの開発」

海老原祐輔(京 都大学生存圏研究所)

11:25「 粒子 シミュレーシ ョンによる磁気セイル宇宙機 の推力特性 に

関す る研究」

芦田康将(京 都大学工学研究科修士課程2年)

11:40ミ ッシ ョン4:循 環型資源 ・材料開発

「自然素材活用型住宅にお ける耐力要素の改良と動的 ・静的構造

特性の比較検証」

片岡靖夫(中 部大学工学部)

脇 田健裕(中 部大学工学部)

11:55「 クエ ン酸接着 における実用化への課題」

梅村研二(京 都大学生存圏研究所)

【開放型研究推進部共同利用専門委員会 活動報告】

13:10先 端電波科学計算機実験装置(A-KDK)

「活動報告」

大村善治(京 都大学生存圏研究所)
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13:20「 地球内部磁気圏にお ける電磁イオンサイ クロ トロン トリガー ド放射 の

シ ミュレーシ ョン」

小路真史(京 都大学工学研究科博士課程3年)

13:35MUレ ーダー

「活動報告」

山本 衛(京 都大学生存圏研究所)

13:45「 航空機 とMUレ ーダーによる鉛直風速の同時観測:エ アロゾルによる

物理への影響の理解へ向けて」

小池 真(東 京大学理学系研究科)

14:00マ イクロ波エネルギー伝送実験装置(METLAB/SPSLAB)」

「活動報告」

篠原真毅(京 都大学生存圏研究所)

14:10「 地上衛星共用電話 システム用反射鏡付 き小規模受信DBF装 置の基礎実験」

織笠光明(独 立行政法人情報通信研究機構)

14:25赤 道大気 レーダー(EAR)

「活動報告」

橋 口浩之(京 都大学生存圏研究所)

14:35「 赤道大気 レーダー観測に基づいた西スマ トラ山岳地域の降水活動の研究」

柴垣佳明(大 阪電気通信大学)

15:05木 質材料実験棟

「活動報告」

森 拓郎(京 都大学生存圏研究所)

15:15「 木質熱処理物 のイオ ン交換性お よびその金属錯体の微細構造」

本 間千晶(北 海道立総合研究機構森林研 究本部)

15:30居 住圏劣化生物飼育棟(DOL)/生 活 ・森林圏シ ミュレーシ ョンフィール ド(LSF)

「活動報告」

吉村 剛(京 都大学生存圏研究所)

15:40「 「餌 一シロア リー腸内微生物叢」系 を活用 したアメリカカンザイシロア

リの腸 内微生物群集構造の解析 とその利用」

青柳秀紀(筑 波大学大学院生命環境科学研究科)

15:55持 続可能生存圏開拓診断(DASH)/森 林バイオマス評価分析システ(FBAS)

「活動報告」

矢暗一史(京 都大学生存圏研究所)

16:05「 揮発性物質が媒介す る生物問情報ネ ッ トワー クの解 明」

有村源一郎(京 都大学理学研究科)

16:20先 進素材 開発解析 システム(ADAM)

「活動報告」

渡辺隆司(京 都大学生存圏研究所)

16:30「 無機用電界放 出形電子顕微鏡 による先進素材の組織 ・構造解析」

畑 俊充(京 都大学生存圏研究所)
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16:45生 存圏データベース

「活動報告」

塩谷雅人(京 都大学生存圏研究所)

16:55「 経年 に伴 う木材の色変化 一古材 を用いた検討」

松尾美幸(京 都大学農学研究科博士課程3年)

17:30ポ スター発表 ・交流会(宇 治お うばくプラザ2階 ハイブ リッ ドスペース)

萌芽研究13件

ミッシ ョン研究22件

ミッシ ョン専攻研究員5件

3月2日(金)(総 合研究実験棟4階 遠隔会議室HW401)

【生存圏学際萌芽研究センター ミッション専攻研究員 成果報告】

9:30「 概要説明」

矢野浩之(京 都大学生存圏研究所)

9:35「 マイクロ波による低炭素化社会構築への開発研究」

樫村京一郎

9:50「 人の心理 ・生理応答 による木質内装材 の健康維持 ・増進作用評価 システムの開発

一視覚 と嗅覚を指標 として一」

木村彰孝

10:05「Astudyonthevariationofthetropicaltropopausebyusinghighprecision

satellitedata」

SanjayKumarMEHTA

10:20「 高精細大気圏 ・電離圏統合モデルによる電離圏擾乱現象の解明」

横 山竜宏

【生存圏 フラッグシ ツプ共同研究 紹介】

10:35「 概要説 明」

矢野浩之(京 都大学生存圏研究所)

10:40「 バイオマス ・物質変換のためのマイクロ波高度利用共 同研究」

篠原真毅(京 都大学生存圏研究所)

10:55「 熱帯産業林の持続的生産利用に関する多角総合的共同研 究」

梅澤俊 明(京 都大学生存圏研究所)

11:10「 バイオナ ノマテ リアル共同研究」

矢野浩之(京 都大学生存圏研究所)
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3.共 同研究 集会

生存圏の正 しい理解 と問題解決のために、環境計測 ・地球再生、太 陽エネルギー変換 ・利用、

宇宙環境 ・利用、循環型資源 ・材料開発 をミッシ ョンとし、 ミッションと深 く関わ る研究テー

マ について、全 国 ・国際 レベルでプロジェク ト研 究を展開す るとともに、公開シンポジウムを

積極的に開催 して成果 を社会に発信す る。

本年度のシンポジウム実施状況

本年度は第171回 、172回 、175回 か ら第204回 の生存圏シンポジウムを開催(※ 東 日本大震災

の影響 によりH22年 度採択の延期開催4件 を含む)し た。32件 の うち、生存圏研究所 の全国共

同利用の展 開と研究所 ミッシ ョンの推進 に関連 した専門委員会主催のシンポジウムが9件 であ

る。残 りの23件 は生存圏科学研 究の関連分野 における萌芽的研究に関するテーマや生存圏プ

ロジェク トに関連の深いテーマについて全国の研 究者が集中的に討議す る 「公募型シンポジウ

ム」である。また、国際会議 も8件(第172、176、177、180、183、184、185、186回 の8件 、

参加人数1021人)を 数える。参加人数は3115名 であった。

生存圏シンポジウム

回 開催 日(開 催 場所)シ ンポ ジ ウムタイ トル

ー 齢 雑 一 灘 鱒 畢贈 漸 耽関す
平 成23年11月29日 一12月1

第172回 具京都大学芝蘭会館/山内ホー 籠f購 認 羅 論_

ル)

平 成23年6月15-16日

第175回 卿 灘 蹴 製 慌 生存圏ミツシ・ンシンポジウム

イ ブ リ ッ ドス ペ ー ス)

IEEEMTT-SInternationalMicrowaveWorkshoP

Series(IMWS)onInnovativeWirelessPower

平 成23年5月12-13日Transmission:Technologies,Systems,and

第176回(京 都 大 学 宇 治 キ ャ ンパ ス/おApplicationsIMWS-IWPT2012)

うば く プ ラ ザ き は だ ホ ー ル)米 国 電 気 学 会 マ イ ク ロ波 ワ ー ク シ ョ ッ プ シ リー ズ

ー 革 新 的 無 線 電 力 伝 送 ・技 術 ・シ ス テ ム ・ア プ リケ

ー シ ョ ン

平 成23年8.月6日 一9日 木 の 文 化 と科 学 京 都2011

第177回(京 都 大 学 宇 治 お う ば くプ ラWoodCultureandScienceKyoto2011(WCSKyoto

ザ)2011)

平 成23年6.月20日

第178回(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所/遠 隔DASH/FBAS全 国 共 同利 用 成 果 報 告 会 一 第2回 一

講 義 室(S143))

一 認 羅 儲 セミナ 垂虚盾報のデーター スを利用した地球科学研究の
一 ハ ウ ス)
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鞭 回諸 羅 繍 台記念 翔1購 畢㌃ 漏 墾会議一世界のデー
館)ThelstlCSUW° 「ldpataSystemC°nfe「ence-Gl°bal

DataforGlobalSclence

平 成23年9月5-6日MESSENGER-BepiColombo共 同 ワ ー ク シ ョ ッ プ(水 星 探

第181回傍都大学芝蘭会館稲盛ホー 蒜 果講 厩 論 謡)_
P価 、

workshopontheexplorationofMercury)

平 成23年9月8-9日

第182回(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所/木 質 第5回 赤 道 大 気 レー ダ ー シ ン ポ ジ ウム

ホ ー ル)

第朗 糟 搬 鵬 ホマ州llll欝 献 蜘 ㎝.阯 ㎞e
/オ ク ラ ホ マ 大 学)The2ndSu㎜ モtBetweentheUnive「sltyofOklahoma

andKyotoUnlversity

平 成23年9月22-23日 赤 道 大 気 レ ー ダ ー10周 年 記 念 国 際 シ ン ポ ジ ウ ム

第184回(ジ ャ カ ル タ イ ン ドネ シ ア 研InternationalSymposiumon10thAnniversaryof

究 技 術 省(RISTEK))EquatorialAtmosphereRadar

平 成23年9月30日 一10月3日

第185回 裏端 喩 論 儲 蘇 能灘 認i二 秘:°ll㎞12。11(HSS2。11)

びSwissbelhote1Ambon)

平 成23年10.月8-9日.

第醐 慰 糖 治キャ淋ス/き盈 ㌔1汗1階1欝 騰 蹴 畔

平成23年8月3。 日 東時 大瓢 復興に向けた生存圏科学

第187回(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所/木 質SustalnabilltyHumanosPhe「eSciencefo「
reconstructlonfromtheGreatEastJapanホ

ー ル)

Earthquake

平 成23年10月18-20日

第188回(京 都 大 学 化 学 研 究 所/大 会 議 大 気 化 学 討 論 会

室(CL-110号 室))

第189回 搬 麗 黙 呈)聯 造に関する最新研究成果発表 ・討論会 ㎞t2

第8回 持続的生存圏創成のためのエネルギー循環シ

融 回欝 劉 蹴 所/木質 輪 憲 霜撫 糟 里罐 鷲 ウ
ムホーノレ)
.マ イ ク。波高度利 用生存圏フラッグシ ップ期 研

究

越24年1月6日 東 日本大震災以後の福島県の現状及び支援の取 り組
第191回 騰 鴨 治キが ス/き みについて

第192回 驚 趨 離 究所/木質 蝿 データ㌻ ス全国共同利用研究成果発表会
BlennialmeetlngofHumanosphereDatabaseホ

ー ル)
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鞭 回1驚鶏 鶏 都)瓢 讃 ∴ 響 獅 翫m
Tree-RingResearch

平成23年12.月18日 角 田邦夫先生追悼シンポジウム

第194回(京 都大学宇治お うばくプラザ 「木材保存学 の垣根 を越 えて 一角 田邦夫先生 のこ業

/き はだホール)績 を偲ぶ」

平成24年2.月20日 居住圏劣化生物飼育棟(DOL)/生 活 ・森林圏シミュレ

第195回(京 都大学生存圏研究所/木 質 一シ ョンフィール ド(LSF)全 国 ・国際共同利用研究

ホール)成 果報告会

第一ll{響 器 鴫 電波科学計轍 　助ム棚へ

平 成24年3月1-2日

第197回 諜 野 総 謎 ス/き 生存圏ミッシ・ンシンポジウム

(HW401))

第198回 欝 爆 卿 が ス/遠 生存圏勉 新領域開拓
隔 会 誰(HW4。1))一 ゜ ン グ ブ イ フ イ ノ ベ ー シ ・ ン 期 研 究 一

平 成24年3月8-9日

第199回蕪繍 葬雛 繍 温 聡 蕊辮 鵡 と将来の囎 測技術一
号室)

第…覗 轟月期_粥 鎌1蕪1謡 賦
平成24年3月16日

第201回(宇 治キャンパス総合研究棟 第11回 宇宙太陽発電 と無線電力伝送に関する研究会

遠 隔会議室HW401)

平成24年3月5日 バイオテクノロジー と情報科学の接点 一最先端の生

第202回(京 都大学化学研究所共同研 物学、農学、バイオテクノロジーにおいて必要 とされ

究棟/大 セ ミナー室)る 情報科学は何か?一

平成24年3.月21日 第2回 熱 帯人工林 フラッグシ ッププ ロジェク トシ ン

第203回(京 都大学化学研究所共同研 ポジウム

究棟/大 セ ミナー室)熱 帯地域 における持続的バイオマス生産 に向けて

平成24年3月26日

第204回(京 都大学生存圏研究所/木 質 木質材料実験棟H23年 度共同利用研究発表会

ホール)
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